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第1回 学びの自律化・個別最適化WG（7/1）
（論点説明、委員自己紹介）



認定NPO法人 代表 今村久美

不登校ゼロ社会を目指して

２０２１年７月１日 産構

審「第１回 学びの自律化・個別最適化WG
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日本の不登校をとりまく状況



児童生徒の不登校をとりまく状況
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７年連続で増える不登校の児童生徒

不登校の児童生徒はさらに増えていく

しかし公的支援は圧倒的に不足している

対策制度はあっても現場の対応は進んでいない

保護者の持つ資本の差が、不登校の学びの機会格差になる

ゲリラ的に選択する学びの、安全と質保証
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2
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今後、検討すべきこと7



７年連続で増える不登校の児童生徒

コロナ前の19年度で約１８万人の児童生徒が不登校

７年連続で増え続ける不登校児童生徒 不登校児童生徒の割合でみるとより顕著に増加

出典｜文部科学省初等中等教育局児童生徒課「令和元年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について 」より
4

学年があがるとともに不登校児童生徒数も増加

1



不登校の児童生徒はさらに増えていく

不登校「傾向」も含めると、その数は中学生で３３万人、

コロナ禍のいま・そしてこれからは、ますます増加する可能性が高い。

不登校

学校に行っていない状態が一定期間以上ある 30日以上欠席 10万人

学校に行っていない状態が一定期間以上ある 1週間以上連続欠席

33万人

教室外登校 学校の校門・保健室・校長室等には行くが、教室には行かない 学校内で行動表出

部分登校 基本的には教室で過ごすが、授業に参加する時間が少ない

仮面登校A

授業不参加型
基本的には教室で過ごすが、皆と違うことをしがちであり、
授業に参加する時間が少ない

仮面登校B

授業参加型
基本的には教室で過し、皆と同じことをしているが、
心の中では学校に通いたくない・学校が辛い・嫌だと感じている

学校内で行動非表出

登校 学校に馴染んでいる ー

不登校傾向にある子どもの実態調査（18年度）

※18年度時点

出典｜日本財団 不登校傾向にある子どもの実態調査 2018/12/12 5
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しかし公的支援は圧倒的に不足している

不登校特例校（一条校）の不足 教育支援センターの不足

設置が自治体の努力義務となっている「不登校特例校」や

「教育支援センター」は不登校の児童生徒数に対して足りず、点と点がつながらない

不登校特例校 数

小中一貫校
（小中合同学習室含む） ２

小学校 １

中学校 １1

高校 3

指定校数 １7校（うち 公立8校 私立９校）

平成17年学校教育法施行規則の改正により全国化

設置自治体は全国の約63％

未設置の理由は、予算・場所の確保の問題が上位

出典｜文部科学省「教育支援センター（適応指導教室）に関する実態調査」結果 令和元年5月13日
6
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対策制度はあっても現場の対応は進んでいない
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国立 公立 私立 計

小学校 14 6,170 28 6,212

中学校 52 19,365 237 19,654

計 68 25,535 265 25,866

国立 公立 私立 計

小学校 5 155 14 174

中学校 3 397 34 434

計 8 552 48 608

出典｜文部科学省初等中等教育局児童生徒課「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」令和元年度

学校外の機関等で相談・指導等を受け、指導要録上出席扱いとした児童生徒数

（人）

学校外の学びで出席認定をもらっている児童生徒の数は少ない。

自宅におけるIT等を活用した学習活動を指導要録上出席扱いとした児童生徒数（人）

学校外の学びで出席認定を

もらっている児童生徒は

25,866人で、全体の14％

自宅のICT等を活用した学習

で出席認定をもらっている

児童生徒は608人のみで

全体の0.3%
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保護者の持つ資本の差が、不登校の学びの機会格差になる

家庭で経済的
負担が可能

家庭で経済的
負担ができない

家庭で時間・情報・協力者の確保が可能

家庭で時間・情報・協力者の確保ができない

民間が運営する
フリースクールや、
オンライン
学習等の有料
サービスを利用

アウトリーチ
（家庭への公的訪問支援）

公的支援が充実しなければ

誰からの伴走も受けられず

取り残されてしまう

可能性が高い

校内フリースクール

教育支援センター
適応指導教室 等

学習補助支援

8
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学びの保障は、家庭や自治体によって届く機会に格差がすでにある。

点在する施策をコレクティブインパクトの視点で確認し、

「誰が取り残されているのか」の視点で、アウトリーチの充実を。



ゲリラ的に選択する学びの、安全と質保証

家庭で経済的
負担が可能

家庭で経済的
負担ができない

家庭で時間・情報・協力者の確保が可能

家庭で時間・情報・協力者の確保ができない

民間が運営する
フリースクールや、
オンライン
学習等の有料
サービスを利用

アウトリーチ
（家庭への公的訪問支援）

なんらかの不安や思いをも

って、民間施設での学びを

選択することが、先々のハ

ンデを追う選択肢となって

いる

校内フリースクール

教育支援センター
適応指導教室 等

学習補助支援
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すでに学びを選択している家庭が、心身の健康を保ちつつ、

未来の希望進路を健全に選択できる当たり前を保証しながら

個別的な学びの選択を認証すべきではないか
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参考資料１ゲリラ的に選択する学びの、安全と質保証6
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参考資料２ゲリラ的に選択する学びの、安全と質保証6



」
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参考：文部科学省WEBサイト 参考資料３
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１，現在「取り残している子ども」を発見し続ける
官民コレクティブチームの情報共有と取り組みの在り方

２，自治体間で支援リソースのシェアをしながら取り組む
支援の在り方

３，オルタナティブスクールの公的認証と
教育支援センター等、行政による民間との包括連携の在り方

４，文科省・厚労省・内閣府・経産省 など 不登校アジェンダ
のそれぞれの政策から見えたことを学びあい、協力して
コレクティブに戦略をたてる会議の設置

検討すべきこと7
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団体概要



団体概要
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認定NPO法人カタリバ代表理事
公益社団法人ハタチ基金代表理事
一般社団法人地域・教育魅力化プラットフォーム理事

今村久美 Kumi Imamura

慶應義塾大学卒。2001年にNPOカタリバを設立し、高校生のためのキャリア学

習プログラム「カタリ場」を開始。2011年の東日本大震災以降は子どもたちに学

びの場と居場所を提供、2020年には、経済的事情を抱える家庭にPCとWi-Fiを無

償貸与し学習支援を行う「キッカケプログラム」を開始するなど、社会の変化に

応じてさまざまな教育活動に取り組む。

慶應義塾大学総合政策学部特別非常勤教授。2015年より、文部科学省中央教育

審議会委員。東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会文化・教

育委員会委員。教育再生実行会議初等中等教育ワーキング・グループ委員。

代表理事 プロフィール名称 認定特定非営利活動法人カタリバ

本部 東京都杉並区高円寺南3-66-3 高円寺コモンズ

設立 2001年11月1日（2006年9月21日に法人格取得）

役員

代表理事 ：今村久美
常務理事/事務局長： 鶴賀康久
理 事 ：岡本拓也（公認会計士）

酒井穣（経営者）
中原淳（博士/人間科学）
山内幸治（若者創業支援NPO理事）

監 事 ：久保田克彦（公認会計士）
中山龍太郎（弁護士）

職員数 133名（2021年1月時点）

収入 1,231,270千円（2019年度）



認定NPO法人カタリバとは

どんな環境に生まれ育っても、未来をつくりだす力を育める社会

意欲と創造性をすべての10代へ

子どもたちに「サードプレイス（自分で選択した居場所）」と

「サードリレーションシップ（ナナメの関係）」を届ける

16

ビジョン

カタリバは、日本全国で活動する、創業20年目の教育NPOです。

ミッション

アクション

First Second Third
家／親と子ども 学校／先生と児童生徒 自分で選択した居場所／ナナメの関係

サードリレーションシップ・ナナメの関係：タテ（親・先生）でもヨコ（同世代の友人）でもない、新たな視点をくれる一歩先ゆく先輩



活動内容
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学校に行けず
自信を持てない

不登校支援事業
自走する力を育む

意欲を引き出すきっかけに
出会えていない

探究学習事業
10代の日常を探究に

自分ではどうすることもできな
い困難な環境に置かれている

困窮世帯向け支援事業
逆境から未来をつくる

災害によって突然
日常を奪われた

災害の悲しみを強さへ

災害時子ども支援事業

カタリバは、子どもたちの心に火を灯すプロフェッショナルとして、意欲と創造性を

育むことを妨げるあらゆる課題（困難な環境・意欲を育むきっか不足・災害など）の

解決を目指し、全国各地の現場とオンラインで活動しています。

生まれ育った環境に関わらず、すべての子どもたちに「サードプレイス（自分で選択した居場所）」と

「サードリレーションシップ（ナナメの関係）」を届ける







☆ Qubenaで「自分から学べる子」に

☆ Qubena導入で変わった教員の働き方

・ 一斉授業では理解に時間のかかる子のペース
↓

・ Qubenaを取り入れてからは、一人一人がじっくりと自分のペースで課題に
取組み、自分が何を学んだか振り返り、自分でまとめる。

→ 『自分で頑張った分だけ着実に身につく』実感
→ 学び方が身についてきている

・ 教える時間、及び教材や資料準備の時間が減少
↓

・ 生み出された時間 ＝ 時間の余裕
→ じっくり教科書を読む さまざまな問題を解く
→ より教材研究の時間に充てられる



おおくまの子どもたちが抱く 教員のイメージ

期待されているからこそ
We’re the “teachers”.

求められているのは「人間力」



学校現場 の教職員 の課題



求められているのは、教師自身の「人間力」

教師自身
が己の能
力開発に
努める。



1ビジョン策定 →教職員がプロとしての唯一無二のキャリアストーリーを創る。

2余白をつくる →学校のそもそもリストによる事務内容の見直し。

→極少人数の学校規模の強み。

→ Ed-techによる効率化。

3チームになる →小中学校教科担任制。教科部会。お互い様、お陰様の意識。

→リスペクト。

4探索・探求する→先進校（自由の森学園、大日向小学校、風越学園、
新渡戸文化学園、札幌新陽高校など）視察。

→リクルートHITOLABによる研修プログラム。

5実践し、体得する →未来デザインプロジェクト。

6対話、越境を重ね、自律していく→リフレクション。解説・評価・賞賛。

→大学サテライト。



＊リクルート・ヒトラボのプログラムを活用し、教員自身が学習し、成長するノウハウを学び、
唯一無二のキャリア・ストーリーを創る。





「多様 性 と混在」

【多様性とは 】

・ 年齢、所属や立場を超えて多様な人と出会う
・ 多様な空間と出会う（一人で静かに学びに没頭できる場所、みんなで語り合える場
所、読書にふける場所、お気に入りの場所、心が落ち着く穏やかな場所、やる気みな
ぎる場所など）

・ 多様な文化と出会う（書籍、絵画、工芸、音楽、歴史、伝統など）
・ 多様な体験と出会う（ものづくり、栽培、調理、演劇、スポーツなど）
・ 多様な学びと出会う（個別最適化された学び、グループ学習、探究的な学びなど）

【混在とは 】

・ 多世代が混在する（乳児、幼児、児童、生徒に加え、教職員、地域の方々、大熊を
応援する様々な方々が混ざって一緒に遊んだり、学んだり、活動したりする空間）

・ 発達段階に応じた活動場所が混在する
・ アナログとデジタルが混在する（実物に触れる、直接体験する、文字や映像として
理解する、仮想的に体験する、遠隔での交流など）













なぜ、学びの自律化・個別最適化か？

〜目的をおさえる〜

横浜創英中学・高等学校長 工藤 勇一



【個人の Well-Being】

人が社会の中で
よりよく生きていく

【社会の Well-Being 】

よりよい(持続可能な)
社会をつくる



2030年
人口爆発

食糧問題

環境問題

・・・・

・・・・

・・・・

どの問題も
利害の対立が起こる
解決は簡単じゃない

自国だけでは問題解決できない時代に！

人類は岐路に立つ



2015年
国連で採択
世界161カ国

17の開発目標



【個人の Well-Being】

人が社会の中で
よりよく生きていく

【社会の Well-Being 】

よりよい(持続可能な)
社会をつくる



当事者意識



ますます自己決定する力が必要

なのに・・・



若者の「国や社会に対する意識」

日本財団「18歳意識調査」から 2019.11



ユニセフ報告書「レポートカード16」から 2020.9



内閣府 2019年版「子ども・若者白書」から



人は与えられることに慣れていく

（サービス産業化した教育）



主体性を失い
自分も他人も嫌いになる
不幸な気持ちになる

手をかければかけるほど
生徒は自律できなくなり

自分がうまくいかないことを
誰かのせいにするようになる



当事者意識のなさ 自己肯定感の低さ

幸福度の低さ
主体性を失う

与え続ける教育



目的 自律した生徒を
育成する

目的 基礎学力を
身につけさせる

知 育徳育 体育

確かな学力豊かな人間性 体力・健康

手段の目的化

生きる力



1. 何を教えて（カリキュラム）

2. どう教えるか（教え方）

〈これまでは教師の立場から見てきた〉



一斉教授型（受け身）の授業では
主体性・当事者意識は育たない！

解決に向けた対話力も育たない！



1. 何を学んで（カリキュラム）

2. どう学ぶか （学び方）

〈これからは学習者主体で〉



五
年
生
男
児
の
ノ
ー
ト



学びのスǿイルは人それぞれ異なる



五
年
生
男
児
の
ノ
ー
ト



五
年
生
男
児
の
ノ
ー
ト

Ｐ
Ｃ

利
用
（
数
日
後
）



五
年
生
男
児
の
ノ
ー
ト

Ｐ
Ｃ

利
用
（
半
年
後
）



学び方 ＝ 将来の働くスǿイルに



1. 何を学んで（カリキュラム）

2. どう学ぶか （学び方）
ICTテクノロジー

〈これからは学習者主体で〉



デジタルハリウッド大学 学長補佐 教授
一般社団法人 教育イノベーション協議会 代表理事
株式会社グローナビ 代表取締役佐藤 昌宏

さとう まさひろ

2009年よりデジタルテクノロジーを活用した
教育イノベーション

EdTechの研究・実践
＜社会実装＞

■NTT、ライブドア、デジタルハリウッドの実務経験と二度の起業を経験し、現在はデジタルハ
リウッド大学院にて、実務家教員として「EdTechイノベーションに関する研究実践」について
学生の指導を行う。

■2004年には、構造改革特区を活用した、日本初の株式会社による専門職大学院デジタルハリ
ウッド大学院の学校設置メンバーとして設立に参画する。



＜人間工学とは＞

人間の身体的・認知的・精神的特性を
理解し、人間とシステム要素を等距離に
捉え、仕事、機械・道具、環境、組織、
社会システム、組織文化との相互作用の
適正化を図る実践科学
引用：一般社団法人日本人間工学会



「人間と システム
教育・学び

デジタル
テクノロジーEdTech（エドテック）

イノベーション

適正化（仕組み） を図ること」の

ここまでは昔からやってきた！



１．（多様な）人間とは？

２．それを支える仕組みとは？

現代のデジタルテクノロジーは
金棒のように寄り添う

＜本WGで考えたいこと＞



デジタルテクノロジーを活用した

教育の

イノベーション

先端技術のみならず汎用技術を活用して
教育のビフォアアフターを創出すること

がもたらす

EdTech（エドテック）をこう定義した



神野 元基(じんの げんき)
株式会社COMPASS ファウンダー
合同会社LINKALL 代表
中央教育審議会 初中等部会臨時委員
産業構造審議会 教育イノベーション小委員会委員
宮崎市 教育CIO
学校法人 東明館学園 理事

・北海道網走市出身
・慶應義塾大学在学中より起業家として活動

・2010年 シリコンバレーで起業

・2012年 八王子で学習塾COMPASSを開校

・2014年 AIドリル Qubena(キュビナ) の開発に着手

・2019年 中央教育審議会 臨時委員に就任

・2021年 宮崎市教育CIOとして活動 1
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中間まとめ
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基本理念：宮崎で育ち、学ぶことを通して、郷土に誇りと愛着をもつ感性豊かな「みやざきっ子」の育成 
望ましい教職員像：宮崎を愛し 専門的力量と見識を備えた 信頼される教職員 

「未来の教室」で育てたい子ども像：自分や地域の課題に向かって、他者と協働しながら、主体的・創造的に解決し、自ら未来を切り開く子ども 

「未来の教室」で描く宮崎市の教育戦略デザイン 
AI を活用した「個別最適化学習」による 

宮崎市ならではの「未来の教室」を創造する。 

KEYWORD：Edtech、STEAM 教育、地域貢献 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「未来の教室」に向けた３つの柱 

 

 

 

授業における習熟の時間での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

個に応じた習熟ができ、教員の個別指導に
より全員の学習内容の定着が図られる。 

学習プリントの作成時間が軽減できる。個
別指導の充実が図られる。 

  

少人数指導（数学・外国語）での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

個別最適化された学習が進められ、学習意
欲の向上と学力の向上が期待できる。 

教科担任の個別指導の充実が図られる。少
人数指導講師の負担が軽減する。 

朝自習の時間での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

個に応じた問題ができ、一人一人の学びの
自立化と学力の定着が図られる。 

朝自習のプリント問題の作成時間が軽減で
きる。保護者の費用負担も軽減できる。 

  

小規模校（複式指導）での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

先生に頼らず、自ら学ぶことができ、複式
指導（間接指導）が充実する。 

学級担任や複式緩和の非常勤講師の負担が
軽減できる。 

 

 

教育支援教室（適応指導教室）での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

自分に合った問題に自分のペースで取り組
める環境で、学びの自立化が図られる。 

教育支援室に通う児童生徒が増え、自分に
自信を持ち、不登校の減少につながる。 

  

家庭学習（オンライン学習）での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

授業で行った問題がタイムリーに宿題で行
え、学習内容の定着が図られる。 

学習ログの活用による評価と支援により、
臨時休業中でも学習機会が確保できる。 

日常の授業での活用 

よ
さ
や
メ
リ
ッ
ト 

一人一人が個々のペースで演習を行い、単
元内の自由進度学習が実現する。 

学習意欲が向上し、先生への質問や生徒同
士のコミュニケーションが増える。 

児童生徒の学習への取組がデータで可視化
され、評価に活用できる。 

学習の進度が速いため、探究型学習の授業
が創出できる。 

学びの自立化・個別最適化 
個人の認知特性や到達度に合わせた学び 
一人一人の特性等に対応し、一人も取り残さない学び 
個々の能力を最大限に引き出す学び 

学びの STEAM化 

「知る」と「創る」が循環する学び（価値創造のため） 
ふるさと宮崎に誇りと愛着をもたせる学び 
地域に貢献できる力を育成するための学び 

新しい学習基盤づくり 

学校 ICT 環境（一人一台）の早期整備 
到達度主義の学びへの転換 
学校 BPR（時間的余裕の捻出、働き方の意識改革） 

「個別最適化学習」による・・・ 

児童生徒による主体的・創造的な学び 
＜ 児童生徒 ＞ 

○ 学習意欲の向上・基礎学力の向上 
○ コミュニケーション能力の向上 
○ 課題発見力の向上・自己解決能力の向上 
○ 新しいものを生み出す創造力の向上 

＜ 教 職 員 ＞ 
○ 個別指導の充実（机間指導の時間の拡大） 
○ 個々への適切な評価の実現と学力の保証 
○ 余剰時間の創出（創造的な学びへの活用） 

→ 地域とのつながりを生かした探究型学習 
→ 総合的な学力を身に付けるカリキュラムの創造 

○ 業務の負担軽減・働き方への意識改革 

導入期 拡充期 目指す姿 充実期 

これまでの学び＋Edtech＋これからの学び＝「未来の教室」 

創出された時間で数学を実践的に活用した STEAM
教育や次学年の先取り学習が実施できる。 

未来の教室 

「Edtech」を充実させるための環境整備 
● １人１台のタブレット PC（インターネット接続、授業支援ソフト・AI 型ドリル教材の導入） 
● 学習基盤となる情報活用能力（情報モラルを含めた情報リテラシーとタブレット端末の操作スキル） 

学校のフレキシブルな教育課程の創造・学校BPR（業務改善） 
● 授業時数の変更や地域の特性を生かした新しい探究型学習の創造など柔軟な教育カリキュラムの編成 

 

数学を実践的に活用した STEAM教育 
社会問題等の課題解決の手段としてテクノロ 
ジーと数学等を実践的に活用する学習 

 

地域とのつながりを生かした探究型学習 
世界とつながり宮崎に貢献できるグローカル
な人材を育成するためのカリキュラム 

校務支援システムの導入による教職員のワークスタイル改革 
資料作成等の時間削減、評価や成績処理の時間削減、個別指導の時間の創出、余剰時間の創出、意識改革 
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• 文部科学省「教育データの利活用に関する有識者会議」にて、“教育データの利活用に係る論点整理（中間まと
め）案”が示され、学校設置者を中心とする公教育データの公教育内での利用に係る内容が検討されている

• また、学びの保障の観点からオンライン学習システム(CBTシステム)の全国展開が検討される中で、学校での
学習データについては学習eポータルに集約していくことが検討されている

教育データ利活用に関する検討状況

文部科学省“教育データの利活用に係る論点整理（中間まとめ）”より 文部科学省“令和3年度文部科学関係予算のポイント”より
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• 学習者は、学校内・学校外の両方で学習をしており、データは学校内で閉じることなく、学校内と学校外で統
合して管理/蓄積を行っていくことが検討されるべきである

学習者を中心とする教育データ利活用

学習ソフトA

学習ソフトB

デジタル教科書

MEXCBT

学習塾学習ソフトB

通信教育学習ソフトC

学習塾学習ソフトA

通信教育学習ソフトD

アナログも含めた学校内での学習記録 アナログも含めた学校外での学習記録学習eポータル

分散PDS
(パーソナルデータストア)

学習管理アプリ

・・・
・・・

・・・

学校内 学校外
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• 学習教材によってデータ粒度にはばらつきがあり、データ粒度を学習教材同士で合わせていくことで、データ
の受け渡し等をシームレスに行っていくことができる

• また、細かい粒度でのデータ取得が可能であれば、今後履修主義ではなく習得主義として単位を認めることや
個別学習計画の策定等にも寄与するものと思われる

学習データのデータ粒度とその活用

一つの問題から学習要素を分解し、
それぞれに対して習熟度のスコアを付与している



METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG
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日本大学文理学部教育学科教授（教育行政学・教育財政学）

内閣府・子どもの貧困対策に関する有識者会議構成員(2014年～)

文部科学省・中央教育審議会臨時委員（初等中等教育分科会教育課程部会）

公益財団法人あすのば理事
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1.議論の前に

2.個別の論点について
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1.議論の前に

(1)前提を共有することは重要

(2)用語・概念を定義し統一することも重要

METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG 2



(1)前提を共有することは重要

▶未来の教室の目指す「公共の利益」は何なのか？
（本スライドno.4）

▶新学習指導要領の目指す「主体的・対話的で深い
学び」が実現されるための課題(資料2,p.2)

→そもそも「主体的・対話的で深い学び」の実現条件
と、その条件を実現できているかの現状のアセスメ
ントはどうなっているのか？

▶政策ターゲットを意識したディスカッションと対話が
重要

METI・産構審・教育イノベーション小委・学び
の自律化・個別最適化WG
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エビデンスインフォームドな政策改善サイクル
（末冨芳,2021,「教育における公正はいかにして実現可能か？―教育政策のニューノーマルの中での子ども・若者の

ウェルビーイングと政策改善サイクルの検討―」『日本教育経営学会紀要』第63号,pp.52-68）

Evidence Based Policy Making(EBPM、客観的証拠にもとづく政策立案)
：一方向的、狭義に解釈されがち、限界もある
（残念ながらPolicy Based Evidence Makingと揶揄されるケースも・・・ )

Policy
（政策）

Evidence
（データにもとづく証

拠・根拠）

Evidence Informed Policy and Practice(EIPP、客観的証拠を共有し参照しながらの
政策立案と実践の展開)：エビデンスにもとづきつつ、価値・規範や実践などの社会・
政治的次元との相互作用を重視

Policy
（政策）

Evidence
（データにもと
づく証拠・根

拠）

Practice
（実践）

Research
（調査・研究）

Levacic&Glatter2001,OECD2007,山口ほか2017,林2019,第3期教育振興基本計画等から末冨作成 4

Public Interest
（達成すべき公

共の価値）

Norm
(遵守すべき

規範)

政策目標・政策ターゲッ
トが絞り込まれている状
態では良好に機能（医
療政策におけるEBM）

METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG



METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG

未
来
の
教
室

未
来
の
教
室

未来の教室

Public Interest
（達成すべき公

共の価値）

Norm
(遵守すべき

規範)

教育イノベーション
小委員会

教育イノベーション
小委員会

中学生・高校生の時期における学習環境改善を主たる対象にしてきた
（進路多様校、広域通信制高校、別室登校、不登校生徒、オルタナティブスクール、ホームス
クーリング）
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(2)用語・概念を定義し統一することも重要
（「特例」を「普遍」にしたいのならば特に）

自律的、自律化、個別最適、仕事、福祉、学習者中
心、学習ログ、創造性

学習実績管理等

（個別学習計画は具体的取り組みや実践があるの
で比較的イメージ共有しやすい）

※論点整理案に出現しない言葉も本小委員会の発
信と社会への浸透に際して重要

自立、依存、支援、伴走、見守り、公平、公正

METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG 6



2.個別の論点について

METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG 7



• 「学習・仕事・福祉」の一体化(資料2,p.5)

仕事→社会やコミュニティ等の帰属集団の中での役割？

福祉→？？？

• 学校を「高信頼性組織」に近づける(資料2,p.8)

分散型リーダーシップ

ハラスメント相談体制（大人も子どもも尊厳と権利を大切に）

文化変容はルール変更により実現可能（学校の自発性・自律性にのみ過度に期待しない）

• 学校空間の学習環境を再設計、「場の選択肢」も拡充する（資料2,p.10）

居場所カフェ

街中や地域のたくさんの居場所

オルタナティブスクール、フリースクール（人権擁護体制や公の支配問題）

• ポストGIGAスクールの「資金」の作り方(資料2,p.14)

学校施設設備

保護者負担問題（ICT化による軽減はどこまで可能か？）

スクールファンド、コミュニティビジネス

METI・産構審・教育イノベーション小委・学びの自律化・個別最適化WG 8



日本の教育学研究の実証・理論はトップダウン型ではなく
「分散型リーダーシップ」の有効性を示すエビデンスが多い

▶一面的な理解・文部科学省2018「学校組織運営体制の在り方について（論点の整理）」（中央教育審議会・学校
における働き方改革特別部会・平成30年5月18日））

×権限と責任をもった主幹教諭をはじめとするミドルリーダーがリーダーシップを行使する「分散型リーダーシッ
プ」をモデルとした組織運営を進めていくべきであると考える。

志水2020,pp.172-173

「力のある学校」
日本の第一条件は「気持ちの
揃った教職員集団」

欧米のEffective Schoolとの違い
-校長が人事権予算権を握る欧
米とは異なり
-日本では校長のリーダーシップ
とともに「気持ちの揃った教職
員」の重要性が高い

篠原(2013,p.188)
分散型リーダーシップ は実
践を重視

実践の構成主体として保護
者および地域住民、児童生
徒、NPOや民間企業、大学
や福祉等の専門機関をも包
摂しその多様な関係性の動
態を解明する理論として構
築されている点である。

露口(2011,p.188)

各学校組織では，授業改善
プロセスにおいては，LST
（末冨注：授業改善チーム）
という「組織」が重要であり，
(中略)協働性や授業改善を
説明する研究は，分散型
リーダーシップ・アプローチ
の特徴であり，長所でもある。
※佐藤・山田2019も類似の
知見

スクールミッションやスクールポリシーを有効なカリキュラムマネジメントや
プラクティス（実践）に高めるためには、学校・教育委員会の組織実態に即した改善メカ
ニズムの検証や設計が重要（普通科改革も同様に現状の教育実践や
学校マネジメントの検証と改善メカニズムの設計が重要）

9

末冨(2020)中教審高校ワーキング資料より
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: Comparative Studies between Multi-Academy Trust in the UK and Networking of Schools and Communities in Japan, World Education 
Research Association 10th Focal Meeting, Gakushuin University, Tokyo, Japan,
山口一男・内山融・中室牧子・小林庸平・近藤清太郎・青柳恵太郎・小池孝英,2017,「日本においてエビデンスに基づく政策を どう進めてい
くべきか ：『日本におけるエビデンスに基づく政策の推進』プロジェクト中間経過報告参考資料」
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議論の前提（の前提）の共有

公教育の本質
（そもそも公教育は何のために存在するか？）

その「正当性」の原理
（どのような教育政策であれば「よい」と言えるか？）



• 最上位目標の合意（工藤委員）

• 何を学習成果として目指しているのかをしっか
りと握らないと、トレンドに流される学習の本質
を見失ったままの上物だけが取り替わった学
習プロセスになる（中原委員）

• 「教育現場に企業論理を持ち込むな」といった
批判が寄せられる可能性もある（論点整理）



公教育の本質
→各人の〈自由〉および社会における〈自由の相互承認〉の実質化

→公教育は、すべての子どもが、お互いに対等な存在であるという

〈自由の相互承認〉の感度を育むことを土台に、〈自由〉に生きられ
る（生きたいように生きられる）力を育むために存在している

その「正当性」の原理
→〈一般福祉〉の原理

→教育政策は、ある一部の子ども（人）の自由（＝福祉、よき生）のみ

を実質化するのではなく、すべての子ども（人）の自由（＝福祉、よ
き生）を実質化する時にのみ「正当」と言える



現代学校教育における問題の本質

みんなで同じことを、同じペースで、同じような
やり方で、同質性の高い学年学級制の中で、
できあいの問いと答えを勉強する、150年間ほ
とんど変わってこなかったベルトコンベヤー型
のシステム

→落ちこぼれ、吹きこぼれ

→不登校、同調圧力、いじめ、管理・統率

→学びの意味を見出せない、学びからの逃走



学びの構造転換へ

• 「学びの個別化・協同化・プロジェクト化
の融合」へ

→学びの自律化・個別最適化

→学びの探究化・STEAM化

• 個別最適化を孤立化と同義には決してし
ない

→「ゆるやかな協同性」に支えられた「個の学
び」の尊重

→必要に応じて、多様な人の力を借りられる、
自分も誰かの力になれる高信頼性組織



公教育の構造転換へ

• 自分たちの学校は自分たちで作る（市民
社会の土台としての学校）

→校則ルールメイキングプロジェクト,etc.

• 同質性の高い学校・学級を、もっと「多様
性がごちゃまぜのラーニングセンター」へ

→社会の中の校舎、学校の複合施設化、旅
する高校・中学, etc.



改めて、何のための教育イノベーションか？

公教育の本質
→各人の〈自由〉および社会における〈自由の
相互承認〉の実質化

その「正当性」の原理
→〈一般福祉〉の原理



論点整理案について

産業構造審議会 2021年7月1日
株式会社LITALICO/ 国士舘大学

博士（障害科学）
野口 晃菜



議論の前提
• 議論の前提２：「深刻さの度合いを増す不登校問
題や、社会的にも認知されるようになった発達特
性への対応、家庭の経済格差や子どもの貧困問題
への対応などを前提に組み込んで考えたい」→大
賛成。

• 「未来の教室」は多様な子どもたちがいることを
前提としたインクルーシブな教育を目指している
ことを明記するのがどうか。今のままだと、「一
部の『できる』子どもたち」が対象になっている
ようにも見える。

• 以下の子どもたちも学校で学んでいることを前提
にしたい。

– 知的障害、身体障害、視覚障害、聴覚障害、性的マイ
ノリティ、外国ルーツ、病弱、非行、etc



インクルーシブ教育システムの構築

• 障害者権利条約の批准（2014）

• インクルーシブ教育システム構築に関する報告（2012）



特別支援学校在籍率は年々増加（文科省資料から）



エクスクルージョン（排除） セパレーション（分離）

インテグレーション（統合） インクルージョン（包摂）



ポイント

• 現行の通常の教育にプラスαをしたり、通
常の教育に子どもたちを合わせるための
特別支援教育、ではなく、通常の教育そ
のものを多様な子どもたちがいることを
前提に再構築していく。

• そのためにこれまで培ってきた特別支援
教育におけるノウハウを活用していく。



教育課程の話

• 「特別」を「普遍」にするためには、現
行の教育課程をより柔軟に編成できるよ
うにする必要がある。

• 現状：通常の学級→通常の教育課程、特
別支援教育→「特別の教育課程」。特に
知的障害のある子どもは通常の学級に在
籍しづらい。

• どのように制度を変えたら教育の場にか
かわらず、より一人ひとりのニーズに
合った教育課程を組めるのか？



個別学習計画と学習ログについて

• 個別学習計画の目的を確認したい
– 自己理解（※当事者研究を参考に）
– 主体性・自己決定
– 問題解決
– 自分の学びに自分で責任を持つ

• 教科の目標設定と進捗を管理するのみでなく、より
広義の計画になるとよいと考える

• （例：自分自身のWell-beingやメンタルヘルス、ソー
シャル・エモーショナルラーニング、自分にとって
一番効果的な学び方など）

• （※特別支援教育の自立活動のノウハウなどを参考
にする）





学び方の多様性



メンタルヘルス



福本理恵

● 株式会社SPACE 最高情熱責任者

● 異才発掘プロジェクトROCKET 初代プロジェクトリーダー

● 東大未来ビジョン研究センター 客員研究員

● 国際日本文化研究センター 共同研究員



１ 学びの自律化・個別最適化

学習者視点で、「個別学習計画と学習ログ」に基づくパーソナル・トレーニングを確立する

②「個別学習計画」づくりに当事者研究を応用することについて

⑤ 大きく変わる「教員の役割」への対応はいかにして可能か（教職課程改革等）

⑥「学習・仕事・福祉」の結合はいかにして可能か

学校空間の学習環境を再設計し、さらに「場の選択肢」も拡充する

③「異才（ギフテッド）の生徒」「発達特性の強い生徒」が力を発揮できる空間を作るには

④「場の選択肢」の拡張：オルタナティブスクールを「新しい学校」にするための制度改革

２ 学びの探究化・STEAM化

学びと仕事、オンラインとオフラインで越境する「ライフスタイルポップアップラボ」



学習者視点で、「個別学習計画と学習ログ」に基づくパーソナル・トレーニングを確立する

②「個別学習計画」づくりに当事者研究を応用することについて

● 個別学習計画が学習内容だけに留まらずに、学習者本人の学びの特徴（認知特性や思考スタイル、

興味関心等）の把握の部分で当事者研究の視点と繋げることが重要。

● 個別学習計画と学習ログの接続はデータサイエンスから検証・見える化し、本人へのフィードバック

できることでより当事者研究のサイクルに深みが出ると考える。情報の帰属、フィードバックの要素

と方法の整備の議論。

→個人情報の名寄せの法整備、PLRを低年齢の子どもや保護者にもどう理解してもらうか

１ 学びの自律化・個別最適化







学習者視点で、「個別学習計画と学習ログ」に基づくパーソナル・トレーニングを確立する

⑤大きく変わる「教員の役割」への対応はいかにして可能か（教職課程改革等）

● 養成については、教員研修の枠組みづくりをフレキシブルに変更できることができないか。1年前か

ら決まっている研修だけでなく、現場の教員自ら出てきたニーズを拾って、オンラインでスキルアップ

できるニーズ研修が随時行われる仕組みづくりも必要。→GEG

● 教育大などの授業の枠組みと学校現場のPBL等の授業の枠組みを連動させて、学生と教員との

STEAMカリキュラム開発チーム編成を仕組み化できないか。学生のスキルアップと学校現場の人材

不足を解消できる仕組みづくりが必要。

● 地域の専門家への特別免許状授与のハードルが下がるように、オンライン上でも登録できるような

学びの人材バンクと認定システム・アプリなどの整備できないか。→ GBER

１ 学びの自律化・個別最適化



学習者視点で、「個別学習計画と学習ログ」に基づくパーソナル・トレーニングを確立する

⑥「学習・仕事・福祉」の結合はいかにして可能か

● 社会に学校を拡張する方法として、商店や社会教育施設等との連携で実社会での実学による学び

のDX化が必要。参画する団体、組織が学習提供認定されるオーソライズの仕組みや、そこで学ん

だ内容を子どもIDに紐づけて学習課程内の履修にする仕組みも必須。

→ どんな教科学習や探究学習が提供できるかデータベース化された組織が、登録情報を保持した

QRコードを子供に提示し、子どもはそれを読み取って学習単位が取得できるような仕組みなど。

１ 学びの自律化・個別最適化



学習者視点で、「個別学習計画と学習ログ」に基づくパーソナル・トレーニングを確立する

⑥「学習・仕事・福祉」の結合はいかにして可能か

● 特に、不登校の子どもや学校内に多動や過敏性があって入りづらい子どもにとっては社会の多様な

環境から学習環境を選択するという学習保障が必要。

● 子どもの鬱や自殺率が高い状況を鑑みて、リトリートの要素を含む「旅する学校」の中学への拡張も

できると良い。自宅に居場所のない子どもたちが、自分の生まれ育った地域・家庭環境を越境して

新しい価値観に触れるとともに、休み方や心身ともに充電することを学ぶことは重要。児童養護施

設以外の逃げ場の選択肢として宿泊施設などの空きスペースの提供や、移動の方法を仕組み化で

きないか。→モビリティシステムとの連動

１ 学びの自律化・個別最適化





学校空間の学習環境を再設計し、さらに「場の選択肢」も拡充する

③「異才（ギフテッド）の生徒」「発達特性の強い生徒」が力を発揮できる空間を作るには

● 空間を作るよりは特性と環境とのマッチングの機会を増やすことが重要。興味や専門性に合致する

人や場所がどこに存在するのかを検索できるデータベースが整備されたポータルサイトが必要。

● 高学年になるまで言語化できず自分の感覚過敏や特性に気づかず生きづらさを抱えて二次障害に

なるケースも多い。身体測定のように定期的に、自分で意識していない認知特性や過敏性が把握で

きるようなアセスメントも早期で必要。認知検査や行動評定の基礎研究と連動。

● 学習環境のIoT化。調節できるスキル（デバイス等で光や音を調整など）が育つよう、スマートハウス

のような実証学習環境の試せる機会を設けることが重要。

１ 学びの自律化・個別最適化



学校空間の学習環境を再設計し、さらに「場の選択肢」も拡充する

④「場の選択肢」の拡張：オルタナティブスクールを「新しい学校」にするための制度改革

● 認定のための必須条件にある程度の基準は必要だが、それ以上にニーズへの供給も追いついて

いない印象。オルタナティブスクールを網羅できるポータルサイトが必要。→ STEAMライブラリなど

に、オルタナラーニングのようにオルタナスクールの情報を掲載し、周知するのは今すぐに実現化

可能。

● 海外のチャータースクールやサマースクールのように親が立ち上げるオルタナスクール設立がしや

すくなるような要件定義と予算補助が必要。学校予算ではなく、子どもに予算を紐付けて子どもの移

動に付帯して予算が移動する仕組みや、寄付や他業種との連携による収入確保をしやすくする仕

掛けができないか。稼ぐ学校。→ そらのまち保育園

１ 学びの自律化・個別最適化



２ 学びの探究化・STEAM化

学びをプレゼン・展示

学びを生かした商品開発

STEAM学習プログラム

ライフスタイルのポップアップラボ

異なる価値観の暮らし

仕事体験

ロールモデルとの出会い

実学を通して仕事から学びを掘り下げ、
学びが仕事を作る循環

様々な暮らしをポップアップさせ、
学び、働く人たちの人生の交差点を提供

価値観の交差
地域間交流

学習と仕事の接続

学習から仕事へ
教育ツーリズム

仕事から学習へ
カリキュラム開発

オンライン
オフライン

学校（課程内）と社会（課程外）
オンラインとオフライン
都市と地域
学びと仕事
日常と非日常

この二項対立をボーダレスに
行き来できるための
「生きるための学び」のDX化



学習環境のデザイン
ー空間・活動・共同体ー

公⽴はこだて未来⼤学 システム情報科学部

美⾺のゆり

Noyuri Mima 2021

●学びの⾃律化・個別最適化WG
【7⽉1⽇（⽊）15-18 於：経済産業省】



論点整理（事務局素案）より
（３）「学習の場」をデザインし、「場の選択肢」も拡充する
学習者が、⾃律的で個別最適なスタイルで学び、価値を⽣みだ
す創造性を育む学習環境を作る視点で、「校舎・教室のカタチ」
「コミュニケーションのスタイル」はどう変わりうるか、それを
全国各地に実現する上での障壁は何か。世界中に存在する様々な
先例を⼟台に、「未来の教室」の姿をイメージしてみる。

→美⾺委員、福本委員、⽇野委員、野⼝委員、⼯藤委員、今村委
員、⽩井委員、末富委員はじめ、記述につながるプレゼン頂けま
すと幸いです。



学習環境のデザイン
３つは相互に関係している

• ハードウェア【空間・建築】
• どのようなスペースが必要か
• 活動によって、⼈によって、選べるようにしておくこと
• 活動を⾒えるようにしておくこと（学⽣、教員、職員）

• ソフトウェア【活動・運営】
• カリキュラム開発
• どのような活動を⾏うか
• どのような場所で⾏うか

• マインドウェア【共同体・⼼持ち】
• どのような活動を誰としていくか
• 空間をオープンにすると、マインドもオープンになる
• 20年間の実践からOpen space, open mind

Noyuri Mima 2021

(2005)東京⼤学出版会
ー空間・活動・共同体−



学習観・評価観の転換（LX）

対話し創り出す
活動し有能さに気づく

よさに気づき、よりよくなろうとしているか否か

Noyuri Mima 2021

知識を貯め込む
スキルを習得する

習得したか否か



Project Based Learning
プロジェクト学習

A.I.

IoT

教育
福祉

観光

医療

農業
⽔産
業

交通

（2002～）

(2018)未来⼤学出版会
17年間のプロジェクト学習のノウハウ

Noyuri Mima 2021



Programming & Design
モノづくりを通した学習

（2008～）Noyuri Mima 2021

(2021冬)未来⼤学出版会

計算論的思考ってなに？
コンピュータサイエンティスト

のように考える

拡張現実ピタゴラ装置
（情報表現基礎１）



モノづくりと可視性
• モノづくりを通して学ぶ

• 形あるものだけではない、イベント等の活動でもよい
• 21世紀型スキル、デザイン思考、計算論的思考

• モノづくりを通した学びの３段階
1. かく（外化）

• できあがりをイメージして絵や⾔葉にする
2. つくる（具現化）

• 試⾏錯誤を重ねながら作り上げる
3. みいだす（概念化）

• 振り返り、原理や法則を⾒出す

• 汎⽤性のある考え⽅
• 新たな状況への適⽤

かく

つくる

みいだす

7
Noyuri Mima 2021



可視性を重視した空間

Noyuri Mima 2021



可視性 visibility & transparency

•現実空間
• 活動が互いに⾒える

•電⼦空間
• 情報の共有と蓄積
• 活動が互いに⾒えるためには？

•⾒えることが学びの機会に
• ⾒て、考え、⾏動する
• 計画性と偶発性

•あいまいな境界 “ambiguity”
• 内と外
• 個⼈と複数
• 形式的と⾮形式的
• 学校と⽣活

•気配[性] “ambiency”
• 先達（ちょっと先を⾏く⼈々）
の⽇々の活動から⾒えてくる歴
史や⽂化

• ちょっと先の⾃分の姿

Noyuri Mima 2021



アトリエ的学習環境とオンライン
•アトリエ的学習環境

• 美⼤の学習環境
• ものをつくる
• 他者の⽬にさらす
• 振り返って考える

•現実空間 visibility & transparency
• コモンズ
• 透明ガラスの壁

•電⼦空間
• 可視性
• 同期／⾮同期

•２つの空間をつなぐもの
• あいまいな境界 “ambiguity”
• 気配[性] “ambiency”

Noyuri Mima 2021 教育のDXは個別最適化だけではないはず



- 0 -

第2回 学びの自律化・個別最適化WG（10/1）
（学校の組織・環境の再設計）



0

認定特定非営利活動法人カタリバ

代表理事 今村久美

学校内におけるルールメイキング（校則検討）の取り組みは
高信頼性組織形成に寄与できるか？



1

これまでの校則検討
（ルールガード）

これからの校則検討
（ルールメイク）

• 教員に正しさがあり、
生徒は決められたことを守る

• 生徒は校則を疑うことなく
それに従うことが当たり前に
（従うことのできない生徒に罰）

• 社会に正しさがあり、
学校のあり方を批判
（ブラック校則批判）

学
校

社
会

• 教員も正しさを探る。
一人の考えではなく生徒を含めた
多様な視点から校則を考え直す。

• 生徒自身が過ごしやすいかつ
誰一人取り残さない共通了解を探る

• 学校や生徒の目指すところを共有し
共にあるべき姿を探る

校則検討を行う機会を、社会における最も身近なルールメイキングの機会と捉え、

生徒自身が「自らの環境をデザインする」ことを学ぶ場に

新しい時代の校則検討（ルールメイキング）のあり方



2

全国ムーブメントとなるルールメイキングの取り組み

2020年度 2021年度（予定）

実験的に３校で
ルールメイキングの取組を実施

［モデル校］
私立安田女子高等学校（広島）
私立新渡戸文化高等学校（東京）

［協力校］
岩手県立大槌高等学校

①学校で実証事業
(１２の学校と２つの教育委員会）

［学校］
泉大津市立小津中学校（大阪）
大垣市立東中学校（岐阜）
自由学園中等科・高等科（東京）
栃木県立足利清風高等学校（栃木）
千葉県立姉崎高等学校（千葉）
山形県立遊佐高等学校（山形） 他６校
［教委］
広島県教育委員会
福井県教育委員会

②全国で取り組む学校を応援する

学び合うコミュニティの構築
ー取り組む学校同士の
学び合いコミュニティの形成

ー生徒同士の交流の場の設定

ルールメイキングハンドブックの作成
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全国ムーブメントとなるルールメイキングの取り組み

生徒にとって身近な校則について生徒自らが課題設定し改定する過程を通して、
主体的に社会に働きかける力の育成を目指しています。

①校則検討委員
会の設置

②生徒宣言の採択

テーマ
「夏服に関する校
則改定について」

R2年5月
生徒総会

こ
れ
ま
で
の
経
緯

具
体
的
な
取
組
み

公共を考える授業
（政治経済）
「自由 vs 規制」
(教育課程との連携)

R2年5-6月
授業

R2年5月
第１回

校則検討委員会

生徒会複数名より
教員に対し、校則
改定に向けた要望

R2年1月
生徒より

生徒宣言策定ワー
クショップの開催
（全２回）

R2年4月
生徒会

テーマ
「頭髪に関する校
則改定について」

R2年6月(予定)
第２回

校則検討委員会

1 2 3

1 生徒宣言の採択 2 校則検討委員会 3 「公共」を考える授業
（地歴公民科教諭菊池先生）生徒自らなりたい生徒像、ありたい学校像を

設定し、校則を考える上での指針を示しました。

＜大槌高校 生徒宣言 前文＞

私たち大槌高校生徒は震災後、この大槌高校で避難所
運営を始め、復興研究会という組織を立ち上げ、大槌
に貢献するよう努力しました。そこでは「自分で考え、
自分で判断をすること」、「主体的に活動をするこ
と」の大切さを学びました。私たちはこのような精神
を引き継ぎ、学校生活に生かしていきます。
私たちがすべきことは、生徒全員でなりたい生徒像

やありたい学校の姿を問い続け、より良い学校生活を
送ることができる理想の状態を共有することです。そ
の理想の下で、どのように生活を送るべきかを一人一
人が考え判断する力を高めていくことが重要です。私
たちが学校生活を送る上で拠って立つべき理想をここ
に宣言します。

校則検討委員会は、生徒と教職員がテーマとして
設定した校則を題材に、あるべき校則について
話し合う場です。議論を通して自分の立場だけ
ではない様々な立場の意見に気付かされます。

（例：女子生徒の夏服のベストはなくすべきか？
制服は本当に必要なのか？
制服を着ることにはどんな意義があるのか？）

政治経済の授業では、「自由」と「規制」を巡る
議論を取り上げ、校則の意義について考えました。

コロナ禍における移動制限は国民の自由を
奪うのかなど実際の社会で起こる難問を取り上げ
生徒同士での議論を行いました。
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ツーブロックの検討

生徒による発議 調査 生徒の学び

• ツーブロックにすると本当に企業は
採用しないのか

• 保護者も本当にツーブロックにしては
いけないと思っているのか？

校内に設置された校則検討委員会で
教員と生徒が議論

生徒の問いから始まる関係者への量
的・質的調査を実行

設定された問い

• 教職員、生徒、地域、保護者を対象に
したアンケート調査（400人程度）

• 卒業生の入社企業へのヒアリング調査

行われた調査

校則検討を行うことで、検討のプロセ
スへの学びを深めていった。

生徒は主張が認められた達成感よりも
多くの視点からルールを考えることの
重要性を感じた。
ルールメイクの取組を探究的な学びに
変えることのできる可能性があるのでは。
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校則改定などの高校魅力化で生じた「職員室の変化」

定性の変化

• 本当にここまで厳しいことが必要なのだろうかと
思っていたが言い出せなかった。
（負の同調圧力）

• 周りの先生が厳しくしているのを
見てさらに指導が厳しくなっていってしまった。
（忖度による負の増幅）

• 職員室の中に暗黙のルールがあり
そもそもを問うことが憚れる。
（暗黙の当たり前の固定化）

数値で見る変化

失敗してもよいという
安全・安心な雰囲気がある

初年度 ２年目 差分

９５％５８％ ３７％↑

人の挑戦に関わらせて
もらえる機会がある ５８％ ９０％ ３２％↑

立場や役割をこえて
協働する機会がある １００％７５％ ２５％↑

本音を気兼ねなく発言できる
雰囲気がある ７０％５０％ ２０％↑

• 職員室の中で自由な発言をしても否定されない。
（自由な発想が許容される職場に）

• 生徒と自由に発言する機会が増え
生徒と議論できる関係に
（抑圧的関係から対等な関係へ）

取
り
組
み
前

取
り
組
み
後

※入学者が2019年度に比べて学区内で唯一増加している学校に
（45％UP R1 42人 → R3 61人）



生徒及び教職員等への質問紙調査を用いて、これか
らの社会に求められる資質・能力に関する生徒の状
況を多面的に捉えることができます。

特に、「地域」や「社会」に対する意識を幅広く捉
えているところが特徴です。

「高校魅力化評価システム」の特徴

「高校魅力化評価システム」は、（一財）地域・教育魅力化プラットフォームと三菱UFJリサーチ&コ
ンサルティングで開発した、「生徒の成長」と「生徒の学習環境（学びの土壌）」を見える化し、エビ
デンスと対話に基づく政策マネジメント及びカリキュラム・マネジメントを推進するための評価ツール
です。令和2年度には全国１３６校（38691名の生徒）に活用いただいています。

１．「社会に開かれた教育課程」に求められる資質・能力を多面的に把握

２．生徒の学習環境（＝「学びの土壌」）を把握

主体性 協働性 探究性 社会性

安心・安全の
土壌

多様性の
土壌

対話の土壌
開かれた
土壌

資質・能力の育成に重要となる、生徒を取り巻く学習
環境（学校や地域での大人との関係性や機会の有無な
ど）に着目します。

生徒の学習環境（＝学びの土壌）の現状を、定量的に
把握できる点に大きな特徴があります。

また、生徒の学習環境に影響を与える、大人（教職員
等）の在り方（姿勢・態度等）の見える化・振り返り
も行えます。

学習環境に影響を与える大人のあり方

主体性 協働性 探究性 社会性

生徒の成長に重要な学習環境（学びの土壌）

生徒の成長（資質・能力）

学びの土壌（環境・関係性・風土等）の見える化・マネジメントについて
【事例】高校魅力化評価システム



知識・技能等

挑戦の連鎖が生まれる

安心・安全の土壌

協働を生む

多様性の土壌

問う・問われる

対話の土壌

地域や社会に

開かれた土壌

主体性 協働性探究性 社会性

学びの土壌・環境

生徒の資質・能力

自ら課題発見・解決に挑む

主体性

多様な他者とチームで動く

協働性

問い・学び続ける

探究性

越境できる開かれた

社会性

大人のあり方

子どもたちの資質・能力を育むためには
明示的な教育課程（シラバス・学習計画等）だけでなく、

ヒデュンカリキュラム（学びの土壌、教職員等大人の見方・考え方・姿勢等）も含めた
カリキュラムマネジメントが重要

ヒ

デ

ュ

ン

・

カ

リ

キ

ュ

ラ

ム



（一財）地域・教育魅力化プラットフォーム

【高校魅力化に関する現状・目標・ビジョンの共有のために】

「チーム学校」が一丸となれる目標の共有、成果や状態の評価に。

• 特に伸ばしたい生徒の力の目標共有（魅力化の狙いの共有）

• 経年での成果の把握（目指す姿に近づいているかの確認）

• 高校、地域の学習環境の現状把握 など

職員会議で

【参考】高校魅力化評価システムの活用場面

【学校目標、学年目標、クラス目標などの検討のために】

• 学年ごとの生徒の特性を踏まえた教育実践や、「主体的・対話的で深い学び」による
授業改善（PDCA）のサポートに。

学年会議で

【魅力化に関わる自らのあり方を振り返るきっかけに】

生徒の学習環境はどのような状況にあるのか定量的に把握し、どのような学習環境を大
人たちが変えていけば良いか、地域と協働した建設的な議論のサポートに。

• この高校、地域の学習環境の強み、弱みは？他地域と比べてどうか？ など

地域との
協働の場で

【事業のPDCAサイクルの推進や成果の見える化、現場支援のために】

• 魅力化などの事業によって、生徒の成長や地域、社会への意識の変化に対し、どのような成果が見ら
れるか？進捗確認のサポートに。

• 今後も事業を継続し、予算獲得、有効な支出に繋げていくために、地域で取得すべき成果指標は何
か？今後の方針策定に。

事業評価で

PDCAサイクルの構築を評価から構築

地域や社会に開かれた主体的な対話や協働を推進

予算獲得も含め、持続進化可能な取り組みへ昇華

エビデンスと対話に基づく

PDCAサイクルの確立



（一財）地域・教育魅力化プラットフォーム

【参考】その他：活用例等

スクール・ポリシーやビジョン策定

データをもとに教職員がそれぞれの意見を出すことで、
対話的にスクール・ポリシーを策定

育てたい生徒像にもとづく改善実施

評価項目を育てたい生徒像と紐づけて整理し、学年ごと
に次の一手を検討、実施

育てたい生徒像として掲げている力の視点
で、アンケート結果から生徒の「できてい
ること」「できていないこと」の現状分析
を行う。

出てきた内容をもとに「身につけさせたい
資質・能力」をあらためて具体化し、グラ
デュエーション・ポリシーとして整理。

それぞれの資質・能力を身につけさせるた
めにはどういった手段や機会を設けると良
いかを分掌・学年会に分かれて協議し、カ
リキュラム・ポリシーにまとめる。

これらを踏まえて、アドミッション・ポリ
シーを策定。

教職員等で対話的に進めたことで、実際の
教育活動でも教職員が意識しやすい形で、
スクール・ポリシーを策定。

自校の育てたい生徒像をルーブリック
として、整理し、関連する評価項目を
一覧化。

教職員研修で学年ごとに結果を分析し、
改善に向けた施策を検討。

重点的に数値を向上させる項目を検討
し、現在の教育活動をどのように変え
るかと合わせて、職員会議で共有。

実際の教育活動についても、お互いに
授業見学等を行う。

重点項目に関するアンケートを独自で
作成（具体例等も記入）し、変化を分
析。

詳しくは以下のページや資料をご覧ください

◆高校魅力化評価システムについて https://cn-miryokuka.jp/project/project04/

◆政策レポート：魅力ある高校づくりをいかに評価するか
https://www.murc.jp/report/rc/policy_rearch/politics/seiken_191122_3/



学校空間の学習環境を再設計し、
さらに「場の選択肢」も拡充する

1日常の学校生活から

大熊町教育委員会教育長 木村 政文



① 「主体的・対話的で深い学び」を引き出せる学習環境の要件は何か？

▶︎ 学校生活拠点を
「知のBase」 にする。

学習センター
「ワクワク本の広場」
を居場所にして、

↓
子どもたちには、
考えるためのネタ（知識・
経験）を蓄えさせ、

↓
学び・探究の成果物を
ポートフォリオとして、
「ワクワク本の広場」に
蓄える。（従来の学校図書館）



② 場面に応じた４象限選択（ほどよい個別/集合×ほどよい対面/ネット）は
可能か？

キーワードは、
ダイバーシティ（Diversity）

▶︎ 大人も交えた、
縦割りの人間関係で。

▶ サテライトに異業種のプロフ
ェッショナルが集い、児童生徒
、教職員へヒントを提示。

▶学校教育のDX化

（従来の教室）



エキセントリックな学び

4
▶︎ つまずき、失敗を恐れず
、
体験し、失敗から学ぶ姿勢
を徹底。
↓

繰り返し、繰り返し。
コツコツと。
↓

そして、熟練。
↓

プロを目指す。

（従来の教科の教
室）



エキセントリックな学び
〜正解に最短、最速にたどり着く教育から

逆にゆっくり、「なぜ」を問う教育への転換〜

5

子どもたちに、課題を持たせ、その課題を、ゆっくり、じっくりと、自分ご
ととして考えさせることが、学びの基礎体力を上げることになる。

教師も同じ。

教師が自らの学校の教育の一つ一つについて、ゆっくり、じっくり、自
分ごととして考えることが、教師力を高めることになる。



③ 「異才（ギフテッド）の生徒」「発達特性の強い生徒」が力を発揮できる
空間をつくるには？

インクルーシブ で ユニバーサルデザイン な

場と活動をめざして

6

◇ 朝のミーティング ◇
◇ 学び直し ◇
◇ 共に学ぶ ◇



インクルーシブでユニバーサルデザインな活動とは

〜 異年齢、障がいの有無、国籍、性別を超えて 〜

○ できる、できないで分けない。
○ 時間、空間、ツールの保証
○ 協働→自らの力で関わり合いを持ち、

役割を果たす。

7



異年齢集団（小1〜中1）による

「朝のミーティング」



福島民友
2021.6.23

国籍：中国
年齢：56歳

「学び直し」



＜ダウン症＞

＜感音障がい＞

障がいのある子もない子も 「共に学ぶ」 教育

＜知的障がい＞



産業構造審議会教育イノベーション小委員会
学びの自律化・個別最適化WG

熊谷晋一郎
東京大学先端科学技術研究センター

東京大学バリアフリー支援室

日時：2021年10月1日(金) 15:00～18:00
場所：オンライン



ノーマル・アクシデント理論（Perrow, 1984）

スリーマイル島原子力発電所事故（1979年）等について、属人的視点（cf. ヒューマンエ
ラー研究）ではなくシステムの視点から原因究明。

組織の構成要素同士の相互作用の
「質」と「量」によって組織のありかた
を分類

質：線形か複雑か
量：タイトかルースか

原子力発電所のようなタイトで複雑な
組織は、事故を避けることができない
という悲観的な結論を導いた。

線形← 相互作用の質 →複雑

タ
イ
ト←

相
互
作
用
の
量

→

ル
ー
ス

Veazie S, Peterson K, Bourne D. Evidence Brief: Implementation of High Reliability Organization Principles. Washington, DC: Evidence Synthesis Program, 
Health Services Research and Development Service, Office of Research and Development, Department of Veterans Affairs. VA ESP Project #09-199; 2019.



高信頼性組織研究

• インドのボパールにおける有毒化学物質の漏出事故（1984 年）やチェルノブイリ原子力発電所事故
（1986 年）、スペースシャトルチャレンジャー号の事故（1986 年）が発生し、事故の原因究明だけではなく、
事故を未然に防ぐ組織の特性が焦点になる。

• 事故が社会に与える影響が大きく、試行錯誤の学習が許されず、危険性が高い状況下にもかかわらず、
事故を未然に防ぐことに成功しているような「高い信頼性」の実績をもった組織（高信頼性組織、以下
HRO）を対象とした学際的な組織研究が誕生。

組織構造（施設・設備・明示化されたルールや役割といった技術システム）の複雑性（多様性・冗長性）はそ
れを制御する組織文化（人間の知覚・認知・解釈の多様性）を超越しているため、人間が重要な情報を見
逃し、解釈が不完全となり、対策が近視眼的となりがち。事故を減らすには、システムの複雑性とシステム
を操作する個人や集団の認知の複雑性が適合している必要がある（必要多様性）。

組織構造による統制 組織文化による統制
手段調達の不確実性を縮減 目的合意の不確実性を縮減

平時に優勢 有事に優勢
Organizedされた秩序の統制 Organizingする過程の統制

集権的統制
分権的統制

（文化が集権的機能をもつ）

藤川なつこ（2015）「高信頼性組織研究の理論的展開：ノーマル・アクシデント理論と高信頼性理論の統合の可能性」, 『組織科学』，Vol.48(3), pp.5-17.の表1とテキストをもとに作成



1. センスメイキング（sense-making）
 最初の直感に疑問を投げかけるデータを探しつつ、行為を通じてよりもっともらしい物語のアップ
デートを行うこと（Weick and Sutcliffe 2015 :邦訳 2017）。

2. マインドフルネス（mindfulness）
 センスメイキングを実現するために必要な、無意識のバイアスを積極的に取り除き続けようとする
構え。

 「現状の予想に対する反復的チェック、最新の経験に基づく予想の絶え間ない精緻化と差異化、
前例のない出来事を意味づけるような新たな予測を生み出す意志と能力、状況の示す意味合い
とそれへの対処法に対する繊細な評価、洞察力や従来の機能の改善につながるような新たな意
味合いの発見」（Weick and Sutcliffe 2001 p. 42, 邦訳 p.58）などの要素が組み合わさったもの。

3. ジャスト・カルチャー（Dekker 2008）
 個人や組織が失敗に学ぶとともに、失敗に対する説明責任を果たすために、闇雲に失敗を非難
し、断罪することを避ける文化

高信頼性組織は、組織が共有する物語・予想・想定を裏切る想定外のデータに注目し、物語・予想・想定
を、より精緻にアップデートし続ける組織、言い換えれば、「研究し続ける組織文化」と要約できる。

高信頼性組織に求められる組織文化



想定外
失敗

1. 組織の責任を棚上げして個人の責任追
及と罰則

2. ルールの厳格化
3. 隠蔽

1. 個人の報告責任と個人を責めない文化
2. 組織で共有する想定の見直しと精緻化

3. 個人の問題ではなく組織の問題として
受け止める

高信頼性組織に求められる研究文化 [Just Culture]
個人のレイヤーに重い責任が課せられ組織のレイヤーは免責される
（能力と責任の医学モデル）

組織のレイヤーに重い責任が課せられ個人のレイヤーは報告や研究
の責任以外に関して免責される（能力と責任の社会モデル）



問題のある本人をまなざす

上司

同僚 専門家

本人

支援員

問題

“人”と “こと（問題）”を分ける―外在化

反省

一般的に私たちは

「問題と本人はセットになっている」

「本人のせいで問題が生じ、本人に問
題を解決したり、自分を変化させる能
力がある」

という前提で、

注意をしたり、反省をうながしたり、

責任を問うたりしている。



みんなで問題を眺める

問題

ホワイトボード

本人

【研究】

当事者研究における

「外在化」アプローチでは、

責任や反省、本人が自分を

変化させられるかどうかは

一度保留する。

問題と本人を切り離して捉え、

本人も仲間や周囲の人と共に

問題を眺めるようにして、

問題の構造について研究する。

“人”と “こと（問題）”を分ける―外在化



反省の形式：反芻ではなく省察

反芻(Rumination)
脅威、喪失、不正に
よって動機付けられた
もの

省察(Reflection)
知的好奇心に動機付け
られたもの

自分に注意を向けることには、生きやすさにつながる場合と、
生きにくさにつながる場合があるとされます。

高野慶輔・丹野義彦. (2008). Rumination-Reflection Questionnaire日本語版作成の試み. パーソナリティ研究16(2), 259-261.

中動態的責任

能動態的責任



高信頼性組織を実装するための5つの方策

Veazie S, Peterson K, Bourne D. Evidence Brief: Implementation of High Reliability Organization Principles. Washington, DC: Evidence Synthesis Program, 
Health Services Research and Development Service, Office of Research and Development, Department of Veterans Affairs. VA ESP Project #09-199; 2019.

謙虚なリー
ダーシップ

心理的安全性 知識の共有

この部分は、導入
講座を体験した後
に、実地で行う
（希望するチーム
には、熊谷研究室
と共同研究契約の
上スーパービジョ
ンを提供）



Project Aristotle

真に重要なのは、

①チームの構成（誰がチームのメンバーであるか）よりも、

②チームの力学（チームがどのように協力しているか）だった。

https://rework.withgoogle.com/jp/guides/understanding-team-effectiveness/steps/identify-dynamics-of-effective-teams/

（Google ピープルアナリティクスチーム, 2015）

高い成果を達成するチームの条件を特定する

研究方法 □１８０のチーム（エンジニアリング系１１５、営業系６５）に対し、

①チームの構成：メンバーの性格的な特性や営業スキル、年齢・性別などの

人口統計学的な属性など

②チームの力学：チームメンバー同士の関係性など

上記２点がチームの業績にどう影響するかを調査。

□数百に及ぶ変数に対して３５種類以上の統計モデルを適用。

研究目的

研究結果



高い成果を達成するチーム
に固有の 5 つの力学

• 圧倒的に重要なのが「心理的安全性」。

• 心理的安全性（①⑧）
「対人関係においてリスクのある行動
をしてもこのチームでは安全であると
いう、チームメンバーによって共有さ
れた考え」

エイミーエドモンソン（ハーバード大学）

• 心理的安全性の高いチームのメンバーは、離職率
が低く、他のチームメンバーが発案した多様なア
イデアをうまく利用することができ、収益性が高
く、「効果的に働く」とマネージャーから評価さ
れる機会が 2 倍多い。

https://rework.withgoogle.com/jp/guides/understanding-team-effectiveness/steps/identify-dynamics-of-effective-teams/



テーマ1：現役時代の語りにくさ
「スポーツ心理学的には勝つためにこそ自分のことを
整理するのは大切」(筒井)であるにもかかわらず、弱
音やニーズを開示すると「足を引っ張るな」と反発さ
れがち

テーマ2：チームビルディング

テーマ4：責めない文化
9年前は苦手な部分を見つけて克服するスタンスが
あり、互いを気分で攻め合うこともあった。365日
共同生活をする中で互いの得意分野を知ることにな
り、感謝し合う関係がはぐくまれた。4年前から、
ミスが起きたときに原因を属人化せず、チーム全体
に帰属してみんなで対策を考える「責めない文化」が
編み出された。責めないから責任をもてる。

テーマ3：アスリートの言葉
練習後に「今の、どう思った？」と聞き、気持ちや
考えを言葉にする。その後、プレーのビデオを見
て、外からの見え方とのする合わせをする。
→自分で考えるから自分のやったことに責任が持
てる

吉田氏のコメント抜粋



心理的安全性は数値化できる

心理的安全性尺度

*「１．全くあてはまらない」「２．ほとんどあてはまらない」「３．あまりあてはまらない」
「４．どちらともいえない」「５．ややあてはまる」「６．かなりあてはまる」「７．非常にあてはまる」

1.チームメンバーがミスをすると、しばしば白い眼で見られる。
2.このチームのメンバーらは、問題や困難について話し合うことができる。
3.このチームのメンバーらは、自分とは異なるという理由で他者を拒絶する
可能性がある。

4.このチームでは、リスクを取っても安全だ。
5.このチームでは、他のメンバーに助けを求めることは困難だ。
6.このチームには、私の努力を無駄にしようとするメンバーはいない。
7.このチームのメンバーと一緒に仕事をするとき、私ならではのスキルや
才能が価値を認められ、生かされている。



Wang, Y., Liu, J., & Zhu, Y. (2018). Humble Leadership, Psychological Safety, Knowledge Sharing, and Follower Creativity: A Cross-Level Investigation. Frontiers in 
Psychology, 9, 1727.

チームレベル

個人レベル

謙虚な
リーダーシップ

心理的安全性

知識の共有

メンバーの
創造性

職場の心理的安全性を高めるリーダーシップは？



謙虚さの三要素

①自己を正確に見ようとする

②他者の強みや貢献を認める

③ティーチャビリティ

Owens, Johnson, and Mitchel (2013). Expressed Humility in Organizations. Organization Science, 24(5), 1517–1538.



リーダーの謙虚さは数値化できる

謙虚さ表出尺度

*「1．全く同意しない」「2．同意しない」「3．あまり同意しない」「4．どちらでもない」
「5．やや同意する」「6．同意する」「7．強く同意する」

1.この人物は、批判であっても、フィードバックを積極的に求める。
2.この人物は、自分が何かのやり方がわからないときに、そのことを認める。
3.この人物は、自分よりも他人のほうが多くの知識やスキルを持っているとき、

そのことを認める。
4.この人物は、他人の長所に注目する。
5.この人物は、他人の長所をよく褒める。
6.この人物は、他人の独創的な貢献に対して感謝を示す。
7.この人物は、他人から意欲的に学ぼうとする。
8.この人物は、他人のアイデアに耳を傾ける。
9.この人物は、他人の助言に耳を傾ける。
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▲ビジョン（目指す社会）Vision

学ぶ機会はみな平等。青少年の笑顔溢れる社会づくりへ

成育環境、障害等によって学ぶ機会が阻害されたり、制限されること

のない社会。

だれもが主体的に“学ぶこと”を謳歌できる社会を目指します。

▲ミッション（生徒・保護者に対して果たすべき使

命） Mission Statement

生徒たちが『生命（いのち）の力』を引き出し、伸ばせる場をつくり

ます。

未来のジブンが好きになれる学びの場をつくります。

友をつくり、共に学び合える場をつくります。

▲ビリーフ（共有する信念） Belief

生徒と家族を支える、支援者と伴走者の思想を貫きます。

▲アイデンティティ（われわれは何者か）
Identity
“教える教育”から“自ら発見する、問題意識を持てる教育”
“自己選択を促す教育”へ

私たちは、公共益を実現するために、社会的企業である認識を持ちます。
性差、年齢に関係なく、実力本位の人事、風通しの良い風土づくりを行い、
透明性の高い経営による学校を運営します。
私たちは、自ら成長し、感動し、社会に感動を与えられる仲間たちです。

モ
チ
ベ
イ
テ
ィ
ブ
・ラ
ー
ナ
ー
に
な
ろ
う
。

明蓬館
高等学校
校訓
School 
Policy

われらが信条 Our Credo（クレド）
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アットマーク
国際高等学校

校訓
School 
Policy
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■■■目指すべき最高行動原則 The principle of behavior

業務中のすべての時間をこれから入学される生徒と家族、そして入学された生徒と家族に捧げられるようにします。

私たちが受け取る報酬は、生徒と家族に尽くした質と量と感動に対する対価です。

■■■行動指針 Activity  Guideline
１．積極進取 私たちは、常に変化する時代に挑戦し、自ら積極的に課題に取り組みます

２．創意革新 私たちは、常に新しいアイデアを持ち、仕事に対して革新の意識で向上します

３．誠実努力 私たちは、常に高い倫理観を持ち、仕事に対して誠実に取り組み、自己啓発に努力します

４．親和発展 私たちは、常に叡智を結集し、組織の限りない発展と豊かな生活を築くよう努力します

■■■行動規範 Activity Norm

１．和（チームワーク）をなによりも大切なものとし、尊重・協調・親睦の気持ちをもって真剣に論議し
ます

２．礼（謙虚、すなお、感謝）の精神を根本に持ちます

３．正義感をもって、弱気をたすけ、強気をくじくようにします

４．真心を持ち、我と慢心、おごりを持たないように努めます

（自分はかならず聖人で、相手がかならず愚かだというわけではない。皆ともに凡人である）

５．役職に適した人に自らがなるようにします

６．上司、部下、同僚、生徒、保護者の良いところを見つけて、賞賛します。過失は、わが事のように
愛情を持って叱ります

７．公私混同をしません。校務はすべて公務です。私心をすてて公務に向かいます

（私心があるとき、恨みの心がおきる。恨みがあれば、かならず不和が生じる。不和になれば私心で公
務をとることとなり、結果としては公務の妨げをなす）

８．独断と独裁をしません。仕事を私物化しません。ものごとはひとりで判断せずに、必ず報告連絡相
談して判断します

９．命令をうけたならば、謹んでそれに従います

10．私たちは小成に甘んじず、チームで大きな業績を上げることを信じて行動します

■■■われらが責任 Our Responsibility
１に生徒に対するもの
２に生徒の家族に対するもの
３に(生徒と家族に尽くす)連携校に対するもの
４に学校認可者・認可地、白山市および川崎町に対するもの
５にわれわれ教職員と家族に対するもの
６に株主に対するもの
7に生徒たちが活躍する、この先の人類社会に対するもの



すべての支援と伴走環境の土台にあるもの
自分の脳だって暗示にかけられる、脳はポジティブな言葉を栄養にしたがる、生徒たちはポジティブな言葉を欲しがっている

ポジティブなワード、ポジティブな精神風土、ポジティブなオーラ
善なるもの、真なるもの、美なるもの

ネガティブなワード、ネガティブな精神風土、ネガティブなオーラ
陰なるもの、鬱なるもの

なんで◯◯したの？ なんで◯◯しなかったの？ ◯◯してはダメ ○○しないとダメ
◯◯が問題 それはムリ それはむずかしい うまくいかない
どうせ だって ○○なるに決まってる きちっと
きちんと ちゃんと でも そうは言っても
ほらね やっぱり むり それはちがう
○○しないと ○○しなきゃ しかたない しょせん
しようがない ○○くんに比べると ○○（お姉さん、お兄ちゃんは○○だったのに）

ため息 ぐち ちぇっ 何度言ったらわかるの
ああ～あ めんどう 普通

おはよう こんにちは さようなら
ありがとう いいねえ うれしいなあ
いっしょにやろう うまくいってるね えんりょしないで
思いつく限り言ってみようか さあいこう いっしょにやってみようか
どうしたらいいと思う？ 何しようか 何かいいことあった？

何かあったのかな？ どうしたら良かったんだっけ？ 教えてくれる？

© 2020 Meihokan SNEC（明蓬館高等学校SNEC）. 「明蓬館高等学校SNEC作成」

Copyright © 株式会社アットマーク・ラーニング All Rights Reserved.
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「生徒が主語の学校」づくりためのキーワード

（明蓬館高等学校SNECの３つの定義）

生徒と保護者の笑顔に出会える場所

１．〔リスペクト〕個性や違いや障害特性を尊重し合える場所

２．〔相互性〕困っている時に仲間や先生が助け合えたり、支え合える場所

３．〔安心安全〕安心して、好きな学習や得意な学習に挑戦できる場所
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SNECレイアウトの物理的構造化安心でき、集中でき、自己肯定感・共生感を感じられる場所

↑

ト
ラ
ン
ジ
ッ
シ
ョ
ン

↑

コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
室

↑

マ
ル
チ
ス
ペ
ー
ス
（ミ
ニ
授
業
ス
ペ
ー
ス
も
）

↑

学
習
ス
ペ
ー
ス

↓ 相談室（検査実施も）
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安心できる空間デザイン



多様な学習環境について

株式会社SPACE CEO
東京大学未来ビジョン研究センター客員研究員

福本理恵



「主体的・対話的で深い学び」を引き出せ

る学習環境の要件は何か

1



学習環境の前提となるマインドセット

● 主体的・対話的で深い学びの範囲は？

○ 学習者と同学年、同族集団・・・ファシリテーター、コーディネーターの介入が必要

○ 学習者とメンター・・・ヒアリングに基づく個別ケアが必要

● 学習場面での心理的安全性の担保
○ メールやSNS、電話での対応を個別でフォローアップ
○ メンター、コミュニケーターを複数配置
○ 家庭や学校への介入

● 学習場面が自己選択・自己決定の場であることを共有
○ 学習者とその学びをともに作る仲間、サポーターがこの意識を共有していることが重要
○ 壁打ちはしても、最終的な自己選択・決定の権利を取らない介入が必要



ソフト面での学習環境（カリキュラム設計）

● 教科書をなくし、自分なりの方法を試行錯誤できる（太陽の力を感じろ）
○ 自分なりの方法でトライアンドエラーできる場面やミッションの設定
○ 知識の活用場面の設定



ソフト面での学習環境（カリキュラム設計）

● 時間の余白を生む学習環境を設計する（炭、旅、鉄PBL）
○ リアリティのある知識の活用
○ 人生の哲学をもった先人との対話



ソフト面での学習環境（カリキュラム設計）

● 明確な目的をなくし、魅力的なミッションを設定する

○ 取り組みたくなる答えのない問いの設定

○ ミッション（視点）に基づく探索行動



ソフト面での学習環境（人的リソース）

● エキスパートや同じ興味を持つ仲間との時間を設計
○ 興味のある専門領域のエキスパートとの対話や、仲間との対話

○ 学校や地域を超えたコミュニティの醸成

○ 同じ深さで没頭する層は、興味の対象が異なってもコミュニティ化する

● ファシリテーター、メンター達とのやり取りの中で学びの土台を構築
○ 意思決定や交渉は子ども主体で行う際にも、問題の明確化や思考の整理、状況の分析等をサ

ポートすることで、自分達での課題解決を促進

○ 考えが行き詰まり、感情や衝動行動を押さえられない場合や、アップダウンが激しい場合に

は壁打ち相手としてのメンターの役割も重要

○ 言葉でのコミュニケーションが難しい場合でも多様なコミュニケーション方法で、子どもの

状態把握、見立てをしながら、子どもの意思伝達をサポートする役割も重要



ハード面での学習環境（IT機器での補償）

● 読み書きが難しい場合のIT機器による学習補償
○ ワープロを活用したタイピングやボイスオーバー等、読み書きを補償するITデバイスやアプリケーシ
ョンを導入

● 記録ツールカメラ、iPhone、iPadでの記録補助
○ 書くのが難しい、ワーキングメモリがしんどい場合には、記録ツールとしてのカメラ機能のあるデ
バイス、アプリを導入

● 思考整理のツールの場合の支援
○ マインドマップアプリ等により思考整理を補助

● 特定のコミュニケーションが難しい場合
○ LINEなどのチャット機能、zoom、メール等を活用し、対面言語コミュニケーションでない方法で関
係性を構築。逆にIT機器操作が苦手な子には対面での言語コミュニケーションで対応



● 大人数での集団学習環境が合わない場合
○ 別室やオンラインでの学習、野外等で広い空間での学習環境を考慮

● 感覚過敏等で教室環境が合わない場合
○ 別室での学習

○ イヤーマフやノイズキャンセリングヘッドフォン等のIT機器の導入

○ マスクの着用、服装等の自由化を配慮

● 多動で落ち着きがなく、固定席への着席が合わない場合
○ フィールドワーク等での学習環境を考慮

○ バランスボール等の導入

ハード面での学習環境（物理空間の設計）



「異才の子どもたち、発達特性の強い子ども

たち」が力を発揮できる空間をつくるには

2











● 認知的な偏り、感覚過敏

● 強いこだわりへの固執、過度な探究、過集中

● 興味の拡散、興味の限局

● 多様なコミュニケーション

● きまりやルール遵守の困難さ

● 自分の学びや生きる意味を真摯に考え続ける姿勢

ユニークな子どもたちに見られた特徴
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A：書くことができないが、描くことはできる

文字は書き順や形の規則性があるが、絵は頭の中のファンタジーを好きなように自由に表現できる。

漢字を思い出して書く課題におけるAの回答

（左上から，7:山脈, 8:卒業, 9:鏡, 10:努力, 17:束, 18:孫, 19:巣, 10:歴史が正答）
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B：会話は苦手だが、絵の創作ができる

言語でのコミュニケーションは苦手で、会話中にも映像が浮かんできて会話がまともにできなくなってしまう。
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C：読み書きは苦手だが、ロボット製作ができる

町の中の標識や案内板に書かれた文字を見ると読めなくてパニックになってしまう。
ロボットは文字から出なくて図解やyoutube、自分の手を動かしながらでの手探りで学ぶことができた。

漢字を思い出して書く課題でCが書いた漢字単語

（1:目標，3:芽，11:粉，12:仲間）
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E：学校の授業が苦手だが、映像学習ができる

先生の話を聞いて理解することは難しくて学校の勉強は苦手だったが、高卒認定の勉強の時にyoutubeなどの映像
学習をした際にとてもよく理解できて、反復したりペースを自分で調整できると理解できることがわかった。



F：対面は苦手だが、オンラインで仕事ができる

20

対面の会話はとても苦手で意思疎通ができないが、メールでのやりとりだとできてそのおかげで映像の仕事も自宅
から遠隔で受注することができている。



● 認知的な偏り、感覚過敏
→ 環境調整、合理的配慮

● 強いこだわりへの固執、過度な探究、過集中
→ 教科書なし、時間制限なし、個別申請プログラム

● 興味の拡散、興味の限局
→ それぞれの興味の特性に応じたプログラム

● 多様なコミュニケーション
→ 多様な媒体、方法、頻度での連絡方法

● きまりやルール遵守の困難さ
→ 枠を外す（教科書、時間割、目的、学習方法・内容・環境）

● 自分の学びや生きる意味を真摯に考え続ける姿勢
→ トップランナーやエキスパートなど多様な生き様に触れる機会

提供した学習環境



努力やトレーニングでは

補えない場合、二次障害を防ぐことが大事



ハード面での学習環境（IT機器での補償）

● 読み書きが難しい場合のIT機器による学習補償
○ ワープロを活用したタイピングやボイスオーバー等、読み書きを補償するITデバイスやアプリケーシ
ョンを導入

● カメラ、iPhone、iPadなどの記録ツールによる学習補償
○ 書くのが難しい、ワーキングメモリがしんどい場合には、記録ツールとしてのカメラ機能のあるデ
バイス、アプリを導入

● 思考整理のツールの場合の支援
○ マインドマップアプリ等により思考整理を補助

● 特定のコミュニケーションが難しい場合
○ LINEなどのチャット機能、zoom、メール等を活用し、対面言語コミュニケーションでない方法で関
係性を構築。逆にIT機器操作が苦手な子には対面での言語コミュニケーションで対応



● 大人数での集団学習環境が合わない場合
○ 別室やオンラインでの学習、野外等で広い空間での学習環境を考慮

● 感覚過敏等で教室環境が合わない場合
○ 別室での学習

○ イヤーマフやノイズキャンセリングヘッドフォン等のIT機器の導入

○ マスクの着用、服装等の自由化を配慮

● 多動で落ち着きがなく、固定席への着席が合わない場合
○ フィールドワーク等での学習環境を考慮

○ バランスボール等の導入

ハード面での学習環境（物理空間の設計）



● 物品の提供(76.91%)

● 学習機会の提供(15.25%)

● 人的資源の提供(4. 93%)

● 物理的空間の提供(1.79%) 

やりたいを叶える申請書制度



スカラー候補生の関心領域

関心領域 人数（人） 割合（%）

芸術 35 26.9

サイエンス 17 13.1

テクノロジー 16 12.3

数学 7 5.4

歴史 7 5.4

文学 6 4.6

物理 4 3.1

工学 3 2.3

政治経済 3 1.5

ロボット 2 1.5

医学 2 1.5

教育 2 1.5

地学 2 1.5

農業 2 1.5

その他 22 16.9

• 芸術系が26.9%と4分の1以上いることが特徴的

で学力テストの成績が評価される学校で不適応
を起こした子ども達にとっては，その代替とし
て芸術が自由な表現になっている可能性がある。
読み書きベース、学力テスト以外で自己表現し、
評価される場所が必要

• 芸術分野以外の専門領域についても，学校内で
は十分に学ぶ環境が整っていないため，
ROCKETのような学びの場でエキスパートの

レクチャーを受けたり，同じ興味関心を持つ仲
間と交流したりすることでニーズを満たしてい
る子どもが多いことが考えられる



興味関心で集まる集団のための学習環境



Rocket：ロケットが勢いよく突き抜けていくように、

好奇心旺盛に様々に学び続けるタイプ

Submarine：一つの領域を深く掘っていく様子を潜水

艦の探索のように、興味関心領域を深く掘りながら学

ぶタイプ

Balloon：色々な知識の関連性が繋がっていることを

上から俯瞰して学ぶタイプ

Airplane：情緒不安定で悩みを抱え、情緒の高低差を

行き来するタイプで個別対応でのフォローが多い

子ども達の認知特性や学び方の指向性によって学ぶスタイルも異なるため，プログラムを３つ
の枠組みで設計し、その中で活動ベースの様々な学び方を子ども達が選べるようにしてきた

異なる特性を持つ集団コミュニティ



学び方と学習スタイルのカテゴリー

● ABL、ABSL

● PBL

● エキスパートレク

● トップランナートーク

● 国内外でのstudy tour

学び方のカテゴリー 活動スタイルによるプログラム数と割合

6割以上は座学ではない学習



• 学び方のポリシー
• 教科書なし

• 時間割なし

• 目的なし

• 生き方のポリシー
• 自己選択と自己責任

• 筋と道理

• 人との向き合い方

ROCKETのポリシーとAI時代に必要な力

AI時代に必要な力とは・・・

R2D2

Reality：リアリティ
Resilience：レジリエンス
Development：深掘り
Diversity：多様性

昔は家庭やコミュニティで身につけていた力



教科書なし
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一人一人異なる方法とプロセスで同じものが一つもない、それぞれの納得感がある一皿が完成する



時間制限なし

気候や天災を含め自然環境の影響を受けながら現地の暮らし、生き方を学ぶ「プロジェクト炭」

現場での土木工事や炭焼きを通して、物理法則や化学反応などリアリティある知識を学ぶ

32



目的なし

原料、製品、エネルギーを考えるために行き先不明のまま出発したインドへの海外研修

再生可能エネルギーを想定して出かけた子ども達が現地で見つけたのは人が放つエネルギーだった

33



自由に学べる世界

結果を簡単に評価をせず待てる

時間・空間・機会が必要



興味や特性に応じた４象限選択（ほどよい

個別/集合×ほどよい対面/ネット）は可能か

3
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ロートこどもみらい財団
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鎌倉市 ULTLAプログラム
Uniqueness Liberation Through Learning optimization and Assessment

アセスメントに基づく個別最適な学びの設計

○ 教室→ 地域の多様な場所を学び場に（森、海、寺、テック企業など）

○ 先生→ 地域内外のエキスパートや住民を先生に

○ 学習内容→ 地域のリソースを教材にして、教科単元の紐付けへ



認知特性興味関心

個才の見える化
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視覚優位
一方向

聴覚優位
一方向

体感覚優位
双方向

体系的な知識の習得
人間関係の構築

時間と場所を選ばない
興味ベースの学び

知識の活用
興味ベースの学び

地域を超えた関係構築

認知特性と多様な学習環境とのマッチング



登校 不登校傾向 アクティブな不登校

入力

出力

入力

出力

入力

出力

不登校傾向の子どもたち：

体感覚的なインプットと

「話す」「描く」という

アウトプットを好む傾向

n=8、平均年齢：
11.3男:5、女:3

n=8、平均年齢：13.3

男:5、女:3

n=4、平均年齢：13.7

男:3、女:1

認知特性と不登校状況との関連性



素材が届く or 準備する リアルタイム授業に参加１ ２ 素材を使って探求する３

生
物
編

鉱
物
編

興味関心と多様な学習環境とのマッチング
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個才×地域のリソースのマッチング



● 教育予算の拡張

● ファシリテーター、メンター等専門的なスキルを持つ人の養成と資格
制度の整備

● 教育施設や企業等が提供するコンテンツの質の担保と、授業単位や教
科の履修としてオーソライズする制度設計

● 学習者のアセスメントによる学習環境（内容、方法、場所等）の個別
最適なマッチングのシステム化

● 学習者の学習ログ（ポートフォリオ）とそこへの評価の有無の検討

多様な学習環境を実現するための現場の課題



学習空間の拡張のデザイン
ー学習スタイルとテクノロジー利⽤ー

公⽴はこだて未来⼤学 システム情報科学部
美⾺のゆり

Noyuri Mima 2021

産業構造審議会 教育イノベーション⼩委員会
【10⽉1⽇（⾦）15-18 於：経済産業省】



学習環境のデザイン
３つは相互に関係している

• ハードウェア【空間・建築】
• どのようなスペースが必要か
• 活動によって、⼈によって、選べるようにしておくこと
• 活動を⾒えるようにしておくこと（学⽣、教員、職員）

• ソフトウェア【活動・運営】
• カリキュラム開発
• どのような活動を⾏うか
• どのような場所で⾏うか

• マインドウェア【共同体・⼼持ち】
• どのような活動を誰としていくか
• 空間をオープンにすると、マインドもオープンになる
• 20年間の実践からOpen space, open mind

Noyuri Mima 2021

(2005)東京⼤学出版会
ー空間・活動・共同体−





公⽴はこだて未来⼤学



1年⽣ 情報表現基礎



学習環境のデザイン原則
空間1 参加者全員にとって居⼼地のよい空間であること
空間2 必要な情報や物が適切なときに⼿にはいること
空間3 仲間とのコミュニケーションが容易に⾏えること
活動1 活動の⽬標が明快であること
活動2 活動そのものにおもしろさがあること
活動3 葛藤の要素が含まれていること
共同体1 ⽬標を共有すること
共同体2 全員に参加の⽅法を保証すること
共同体3 共同体のライブラリーを作ること
道具1 ライブラリーを作るための道具があること
道具2 共同体内部の⼈にとって道具の変更が容易にできること
道具3 共同体の外の世界につながる道具があること
デザイナー1 学習環境デザイナーがチームとして存在すること
デザイナー2 デザイナー・チームは共同体内部のメンバーで構成されること
デザイナー3 デザイナー・チームは共同体の中の正式な組織であること

Noyuri Mima 2021



⾵邪ひかせのヤブ医者 <コンピテンシーの陥穽>

あるところに、りっぱな⾵邪ひきが善い⼈ということになっている国があった。
親たちはこぞって、わが⼦をりっぱな⾵邪ひきにしようと願った。
専⾨の医者が集まる学会で、⼤⾂や社⻑やお⾦持ちなどの、りっぱな⾵邪ひきといわ
れる⼈たちが備えている特徴を科学的に研究した。
その結果、以下のことが明らかになった。

-37度以上の熱を出していなければならない
-頭痛を訴えていなければならない
-だるさを感じていなければならない

それらの症状を引き起こすためには次の⽅法が最も効果的だと学会で証明された。
-37度以上の熱を出させるには、カレー粉とワサビをこね合わせて全⾝にすり込む
-頭痛を起こさせるには、頭にゲンコツを⼀発くらわせる
-だるさを起こさせるには、⽶俵をかつがせて、運動場を3周させる

全国のいたるところで、⼦どもたちにこの⽅法が施された。
その治療の効果をみるために、体温を測るなどしてテストも実施された。
その結果、3つの症状を兼ね備えた「りっぱな⾵邪ひき」の⼦どもができあがった。

村井実『新・教育学のすすめ』（1978）Noyuri Mima 2021



学習観・評価観の転換（Learning Transformation: LX）

対話し創り出す
活動し有能さに気づく

よさに気づき、よりよくなろうとしているか否か

Noyuri Mima 2021

知識を貯め込む
スキルを習得する

習得したか否か



学習空間の拡張
• 学習「空間」の拡張

• 「いつでも、どこでも、何度でも」
• テクノロジーによって学習時間も拡張する
• ⽬的に合わせた学習スタイル
• ⽬的に合わせたテクノロジーの利⽤

• 学習スタイル
• 個別学習と共同学習
• 個別学習：理解と習得、フィードバック、省察など
• 共同学習：情報の⽣成、共有、発表、フィードバック、省察など

• テクノロジー利⽤
• リアルタイム型とオンデマンド型
• 情報の蓄積、共有、編集
• 活動（プロセスを含む）の可視化
• 適切なタイミングでの進⾏の制御

Noyuri Mima 2021

個別学習 共同学習

リアルタイム
[同期」

対⾯ PBL、探究学習

オンライン
[リモート] オンライン会議

オンデマンド
[⾮同期]

オンライン
[リモート]

学習コンテンツ
学習ポートフォリオ

記録ツール
資料の蓄積・共有

対⾯とオンライン
から

リアルタイムとオンデマンド
のブレンドへ



ソフトとハードのデザイン
• 制度のデザイン（ソフトウェア）

• プロジェクト学習の実施
• チーム・ティーチングの採⽤
• 学内共同研究の奨励
• 授業フィードバック・システムの開発と運⽤

• 空間のデザイン（ハードウェア）
• 全ガラス壁の教室、異なる形式の教室
• オープンスペースの設置
• 公共施設の配置
• 学内全域のLAN設備と必携のノート型パソコン

• 可視性
• 活動が互いに⾒える（現実空間）
• ネット上での情報共有と蓄積（電⼦空間）

（2000年より実施している公⽴はこだて未来⼤学の例）

Noyuri Mima 2021



マインドセットの変⾰と醸成
• [未来⼤学]におけるFD・SDとは
• 教職員個⼈としての資質の向上だけではない
• よりよくなろうとする学習共同体（組織）の構築とその維持

• [⼤学]教職員に求められているもの
• [⼤学]の規模、地域、専攻によって異なる
•⾃分たちで考えていく必要がある

•必要なのは教職員の学習共同体

Noyuri Mima 2021
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第3回 学びの自律化・個別最適化WG（12/3）
（学習者視点での「教育データ連携と個別学習計画」
に基づく、パーソナルトレーニングの確立）



「パーソナルトレーニング」の確立に向けて

大熊町教育委員会教育長 木村 政文



１ パーソナルトレーニングのための個別学習計画

一律・一斉による受動的な学習環境
→ 自分の学びをデザインすることはできない

（１）今までの時間割は…

（各教科の標準授業時数）÷ 35 ≒週当たりの時数

→ 教科書会社の単元配当計画表をもとに
年間指導計画を作成する。
そして、月（週）の時間割を作成して、
子どもたちに配付







～教科書会社の単元配当計画表～



～年間指導計画表～ ～週の時間割～



子どもたち一人一人の学習内容と学習計画が更新され続ける

→ 自分の学びをデザインする力の育成

（２）一人一人の時間割を作成するとは…

教師も子どもたちも「最上位目標」を共有し、
一人一人が唯一無二の成長の物語を創ること

↓

教師による学習カウンセリング→ 時間割 の作成
↓

「個別最適な学び」を教師がコーディネート



教師による学習カウンセリング

① 学習者が、今の自分の学びの状態を知る。
→ 今の自分は何が分かって、何ができるのか。そして、これからは、何が
知りたくて、何ができるようになりたいのか。

② 学習者が、学びの方法・手段を知る。
→ 学びを広げたり、学びを深めたりするのに、何をどうしたら良いのか。

→ 認知特性を活かして。

③ 学習者が、自らの学びの進捗をモニターする。
→ 自らの学びのリフレクション。



Qubenaによる
個々の児童生徒の学びの履歴

個別最適な学びを
教師がコーディネート

カウンセリング

学習者と相談して時間割を作成する。

時間割

時
間
割
は
誰
の
も
の
か
？



キャリアパスポートの作成・学びのリフレクション

→ 自分のキャリアをデザインする力の育成

（３）一人一人 の評価 の在り方

・ ワークシートの活用

・ 単元テストの活用

・ Qubenaの学習ログの活用

・ ポートフォリオによる一人一人の
キャリアパスポートの作成

→ 評価の個別最適化

・ 自分の学びのリフレクション

→ 教師や保護者へのプレゼンテーション

〔
知
識
・
技
能
〕〔
思
考
・
判
断
・
表
現
〕







Qubenaの学習ログの活用





一次プレゼン（教科担当教師）
二次プレゼン（管理職）
三次プレゼン（保護者）







プレゼンテーションの様子をご覧ください。



２ パーソナルトレーニングを充実させる学び舎デザイン
～【文科省】「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」中間報告（概要）より～



～【文科省】「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」中間報告（概要）より～





義務教育学校「大熊町立学び舎ゆめの森」



校舎のプロモーションビデオをご覧ください。



３ 個別学習計画作成に向けた今後の課題

（１）教師の意識改革
ティーチ → （答えのある学び）

↓

伴走者
ファシリテーター →（答えのない学びをともに）
学びのデザイナー

（２）主体的・対話的で深い学びの充実

子どもたちの主体性の発揮

協働的・創造的な学び

自分の学びに対するデザイン力の育成



（３）学力の伸びと定着
→ 各種調査による実態の把握
→ 学力の伸びと非認知能力の相関関係に基づいた

教師による個別最適な学びのコーディネート
→ 学力の伸びと定着を保護者が実感
→ 個別学習計画作成に向けた保護者の理解と協力

（４）標準授業時数
→ Society5.0時代の到来（個別最適な学び
・AIの活用）を見据えた幅のある（目安の）
授業時数

→ 履修主義から修得主義への転換



４ 今後 の展望

【教育のDX化】

【アアルトコンサルティング合同会社との実証事業】

・ 総合教育支援サイトの立ち上げ

～ ゆめの森.com（仮称）～

【テクマトリックス株式会社との連携】
・ 学びの総合支援システム〔教育課程マネジメント、
個別学習計画作成、学びの履歴（評価）、時数管理、

欠席報告、保護者への連絡等〕による一元化



【アアルトコンサルティング合同会社との実証事業 】

総合教育支援サイトの概要





すべての子どもを対象とした
個別の計画作成に向けた仕組みの構築
-特別支援・発達支援分野・海外の取り組みから-

2021年12月3日 産業構造審議会
株式会社LITALICO/ 国士舘大学

博士（障害科学）
野口 晃菜



発表の流れ

① 特別支援教育における個別の計画の作成の現状と課題

② LITALICOにおける個別の計画の作成・運用のための
体制

③ 海外の通常の学級における個別最適化の例

④ 学校における個別計画の作成・運用のための提案



特別支援教育の現状

0 . 7 %（約 7万 2千人）

1 . 1 %（約 1 0万 9千人）

約
10 . 7％

発達障害の可能性のある児童生徒の6.5％の在籍率
（学校教育法第２２条の３に該当する児童生徒：約2千人）

※を除く数値は平成２9年５月１日時点
https://www.mext.go.jp/content/20200109-mxt_tokubetu01-00069_3_1.pdf

特
別
支
援
学
校

小
中
学
校

通常学級

平成19年比で1.2倍

平成19年比で2.1倍

2 . 4 %（約 2 3万 6千人）

（学校教育法第２２条の３に該当する児童生徒：約1万8千人）

特別支援学級

通級による指導

平成19年比で2.4倍

※

増加傾向

義務教育段階の全児童生徒数： 9 8 9万人 減少傾向



特別支援教育の現状

学級編成
定数措置

教育課程 個別の計
画

教員免許

通常の学級 40人
※小1は35人

通常の教育課程 必要に応じ
て（義務で
はない）

小中学校の教員免許
※2019年度より特別

支援教育１コマ必修
化

通級による指
導

【小・中】
教師１人にあたり

担当児童生徒13人

【高】 加配措
置

通常の学級の教育課程
＋自立活動
【小・中】週１～８コ
マ以内【高】年間７単
位以内

作成義務

特別支援学級 8人 通常の学級と同じ教育
課程＋自立活動、特別
な教育編成

作成義務 特別支援学校教諭免
許保有が望ましい
（平成30年度 取得
率30.8%）

特別支援学校 【小・中】 6

人
【高】 8人
【重複】 3人

各教科等＋自立活動、
障害の程度によっては
自立活動を中心とした
指導。障害の状態等に
応じた弾力的な教育課
程が編成可。

作成義務 特別支援学校教諭免
許保有が必須
（平成30年度取得率
79.8%）

https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/2019/09/__icsFiles/afieldfile/2019/09/24/1421554_3_1.pdf

※合理的配慮はどの場においても提供義務あり ※各学校特別支援教育コーディネーターを配置（兼
任）



知的障害特別支援学級に在籍する
子どもの時間割例

月 火 水 木 金

1時間目 日常生活
の指導

日常生活の
指導

日常生活の
指導

日常生活の
指導

日常生活の
指導

2時間目 国語 国語 国語 国語 国語

3時間目 算数 生活単元
学習

算数 生活単元
学習

図工
（交流）

4時間目 音楽
（交流）

体育（交
流）

給食・
掃除

交流 交流 交流

5時間目 体育
（交流）

算数 遊びの指導 算数 音楽
（交流）



個別の教育支援計画

個別の教育支援計画

子ども・保護者の願い、障害によるニーズ、支援内容、相談歴、
など子どもについて関係者で情報共有を・引継ぎをするための
計画。

文部科学省「初めて通級を担当する教師のためのガイ
ド」より



個別の教育支援計画の参考フォーマット（文科省, 

2021）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1340250_00005.htm



個別の教育支援計画の参考フォーマット（文科省, 2021）



個別の教育支援計画の参考フォーマット（文科省, 2021）



個別の教育支援計画の参考フォーマット（文科省, 2021）



個別の教育支援計画の参考フォーマット（文科省, 2021）



個別の教育支援計画の参考フォーマット（文科省, 2021）



個別の指導計画

個別の指導計画

学年ごとや学期ごとに、一人一人の指導目標、指導内容及び指
導方法が記載される具体的な計画

文部科学省「初めて通級を担当する教師のためのガイ
ド」より



個別の指導計画のフォーマット例（特総研・通級による
指導）

https://www.nise.go.jp/kenshuka/josa/kankobutsu/pub_c/c-57/c-57_05.pdf



トライアングルプロジェクト（平成30

年）



特別支援教育における個別の計画のポイ
ント

• 個別の教育支援計画において各関係者の共通理解と情報
の引継ぎがなされる。

• 個別の指導計画においては学期ごとの具体的な目標とそ
の目標を達成するための障害特性に応じた手だてが記載
される。

• 子どもと保護者の願いを踏まえて目標が設定なされる。

• 子どもについて多角的なアセスメント（情報収集と分
析）がなされた上で目標設定がされる。



特別支援教育における個別の計画の課題

• 通常の学級におけるノウハウ不足・通常学級は義務では
ない

• 子ども本人の願いが置き去り

• 特に新任者は計画の作成方法が分からない

• 年度頭に全員分作成するための負担が高い

• 様式が自治体や学校ごとに異なる

• 作成することが目的になってしまっており日々に活かさ
れない
学習者視点の不在・質のばらつき

形骸化・高負担

インクルーシブ教育のノウハウ不
足
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LITALICOジュニア

19

 事業内容
• 児童発達支援：未就学
• 放課後等デイサービス：学齢期
• 訪問支援：未就学＋学齢期
• 学習教室：未就学＋学齢期

■在籍生徒数
8,500名
※待機者数：12,000名

 事業所数
137事業所(関東/関西/東海)

■訪問小学校数
724校（2021年9月実績）

■支援形態・内容
・ 平均週1~2回通所、学校や園に訪問支援
・ 個別支援/ペア/小集団
・ 必要なスキル群に基づいて計画作成





LITALICOジュニアの支援体制

登録者数 支援員の数 一人あたりの担当

児童発達支援
（未就学）
週1～2回教室通所

50～60名 7～8名

児童発達管理責任
者：1名
児童指導員6～7名

・児童指導員一人あたり
担当者6～7名

・児童発達管理責任者一
人あたり50～60名

放課後等デイサービス
（学齢期）
週1～2回教室通所

50～60名 7～8名

児童発達管理責任
者：1名
児童指導員6～7名

・児童指導員一人あたり
担当者6～7名

・児童発達管理責任者一
人あたり50～60名

保育所等訪問支援
（未就学＋学齢期）
保育園・幼稚園・学校に月2

～8回訪問支援

267名 64名

児童発達管理責任
者：4名
児童指導員：60名

・児童指導員一人あたり
約6名

・児童発達管理責任者一
人あたり約40名

• 児童発達管理責任者の役割：個別支援計画の作成責任者・保護者への提示、保護者面談
など

• 支援員の役割：直接支援、個別支援計画草案作成、保護者相談対応など
※通所のタイミングが一人ひとりずれるため一度に作成するわけではなく、だいたい月4～5

名の計画作成



LITALICOジュニアの支援体制

• 児童福祉法による福祉事業として運営しているため、国が規定している支援体
制や要件がある。

• LITALICOの場合はそれにプラスして社内独自の支援体制や研修体系を構築し
ている。

児童発達管理責任者
・資格あり
・5～8年以上の実務経験

教室長（社内独自）

児童指導員
・2年以上の実務経験or

資格保持者（保育士や
教員免許など）

育成担当者（社内独
自）

https://litalico-c.jp/magazines/215

https://litalico-c.jp/magazines/197

そのほか
• 複数教室を統括するマネージャー
• 困難な状況を共に解決するスーパーバイザーチーム



LITALICOジュニアの支援体制
• 等級1～8、約45項目の要件を満たせば等級があがる

• 児童発達管理責任者コース、指導員コース、訪問支援員コース、マネージャー
コース、スーパーバイザーコースの5コース

• 集合型研修はほぼなく、OJT、スーパービジョン

等級１ 等級２ 等級３

アセスメント（情報
収集と分析など）

・ヒアリングや
行動観察で得ら
れた情報を元に、
子どもと保護者
が抱える困難さ
を具体的に説明
できる

・ヒアリングや行動
観察で得られた情報
を元に、子どもと保
護者が抱える困難さ
の背景要因の仮説を
５つ以上立てること
ができる

・ヒアリングや行動観察
で得られた情報を元に、
子どもと保護者が抱える
困難さの背景要因を個人
因子と環境因子に分け整
理し、根拠のある仮設を
立てることができる

計画（目標設定・手
だての考案・合意形
成など）

子どもへの指導（達
成度の表か、反応の
検知など）

例）指導員コース



支援体制構築のポイント

• 支援をするにあたり、求められるスキル要件を明確にす
る（スタッフにも個別の計画を）

• 確実にスーパーバイズなど助言が得られる体制をつくる
（一人で抱え込まない）

• システムが担えるのは、構造化（整理）や、選択肢の提
示、選択肢の絞り込み。最終的にそれらの選択肢から選
んで決定するのは人。

• 子ども自身・保護者と相談の上、計画を作成をする。

• 計画が指導案・指導記録に反映され、計画に対してのロ
グを記述できるようにしている。



【参考】LITALICO 学校版 個別の学びシステム



【参考】LITALICO 学校版 個別の学びシステム

• 通級・特別支援学級の子どもを対象とした計画作成システム

• 2020年度20自治体でトライアル

• 2021年度から本格導入
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体制

③ 海外の通常の学級における個別最適化の例

④ 学校における個別計画の作成・運用のための提案



多層型支援の導入
（アメリカ・フィンランド）

• 子どもを通常教育ー特別支援教育ときっぱり分けない

• 通常教育そのものを多様性を前提としたシステムにする。
すべての子どもに対して個々のちがいを前提としたユニバ
ーサルな働きかけや可能な限りの個別最適化が行える体制
を整える。

• その上でさらに支援が必要な子どもに対して、必要な分支
援を足していく。

• どの子どもにどの層のどの支援が必要か？についてはデー
タを参考にして意思決定をする。

• 通常教育で十分に支援をしたエビデンスがないとプラスア
ルファの支援の対象にはならない。



https://www.sensei-no-gakkou.com/article/no0041/



Frisila小学校の概要※2016年視察時

• 130名の児童 に対し、 9名の教師
• 通常学級6クラス（20名/クラス）、特別支援1クラス
（10人）

• 校長先生が特別支援教育の専門家：週10時間授業を担当
• 通常学級の担任が6名（そのうち1名は副校長）、特別支
援学級1名。

• 看護師（週1）、ソーシャルワーカー（週1）、心理士
（週1、AM勤務）⇒市で採用し、各学校を巡回。

• その他スタッフ：補助員2名（フルタイム） 、校長の
秘書（週に2回）、掃除のスタッフ、給食のスタッフ



個別の目標設定

• 通常の学級においても一人ひとり個別の目標設定をする
• 毎年２月にアセスメントの実施&振り返り

• 評価（春）
• 1年～4年生は、定性的な評価
• 5、6年生は、数値の評価＆定性

• 数値の評価：根拠を定性的に書く



個別発達計画（スウェーデン）

• 2006年からすべての子どもに対して「個別発達計画」の作
成義務

• 学期に1 回三者面談を行い、学習面と対人関係面での

評価を共有して、今後の支援に関する同意事項をポー
トフォリオなどのファイルに記していくもの

加瀬（2010）スウェーデンにおける<個別発達支援計画
>全員策定の論理.東京学芸大学紀要, 61(1), 271-280. 



アメリカにおけるResponse to Intervention

第1層

第2層

第3層

全ての児童生徒が対象
ユニバーサルデザイン

個別最適化

5%～15%の児童が対象

＋αの支援

1%～5%の児童が対象
より詳細で個別的な支援・指導



RTI導入に関わる人的資源 教育委員会（LEA)

RTI コーディネーター

学年担任

英語第二言語話
者専門教師

RTIチーム

管理職

スクール

サイコロジス
ト

学校スペシャル
サポートチーム

リソースルーム
教師

リーディング
スペシャリスト

スピーチ
セラピスト

スクールソーシャル
ワーカー

1層⇒2層 2層⇒3層 3層⇒特別教育

※イリノイ州・2011年視察時
※年3回の会議、どの子どもに層の支援が必要か？データを参考に意思決定をする。



RTIミーティング

児童氏名 読み 算数 通常学級ででき
る支援

集中プログラム

モニタリン
グ

担当者

A 点数 点数 読み上げ機能活用

読み集中プログラ
ム

読みについて
月２回

Z先生

B

C

D

E

35

・様々なデータを元に3層に分ける
・介入計画（Intervention Planning Form)を作る



すべての子どもを対象とした第１層支援
の例

• １学級あたりの子どもの人数（アメリカ・フィンラン
ド・スウェーデンそれぞれ約20名）

• 通常学級において可能な限りの支援を実践するための助
言者や会議体・体制

• ユニバーサルデザインの視点をとりいれた指導・支援

• 子どもによって難易度や学び方が選択できる

• 個別の計画の作成

• 子どもが学びの主体(owner of learning)



Differentiated Instruction

37
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自分が得意・苦手な

学習スタイルを自己分
析

（５年生）

フラッシュカード、チャートや
グラフを先生が使うとわかりや

すい。

過去に学習がうまくいかなかっ
たときは機嫌が悪かった時。先
生がただ読むだけの時もつまら

ない。

教科書の中身がフラッシュカー
ド、ミニゲーム、マッチングゲ
ームなど、別の方法で提示され
ていると学びやすい。



発表の流れ

① 特別支援教育における個別の計画の作成の現状と課題

② LITALICOにおける個別の計画の作成・運用のための
体制

③ 海外の通常の学級における個別最適化の例

④ 学校における個別計画の作成・運用のための提案



特別支援教育・LITALICO・海外の事例を踏まえ
て

教師あたりの
担当人数

特別支援学級・通級・LITALICO→3～13名
アメリカ・フィンランド・スウェーデン→約20名

学級あたりの人数を減らすのは必須

多層型支援
多様性を前提とした全員への支援を充実させ、

段階的に支援を付け足す
データを参考にどの子にどの支援が必要か検討

個別の計画
詳細計画を全員に立てるのは困難

よりシンプルな計画を子どもと共にたてる
システムを活用し情報を構造化・選択肢を絞る

専門家による
スーパービジョン

通常学級でできる限りの工夫を実践するために
専門家による助言が受けられる仕組み

教師のスキル

子どもの願いや思いをヒアリング

選択肢の中から子どもに合わせて選択する、カスタマ
イズ

データを参考に意思決定をする
教師に必要なスキルを明確に定義する



理想的な体制（案）

• 1学級20名
– 35人学級からさらに引き下げられるか？もしくは1:20になるよ
うに外部人材の活用

• スーパーバイザー常駐（多層型支援の体制整備、助言、育成）
– 現在の特別支援教育コーディネーターを専任化（現在は校務分
掌）し、専門性向上

– 大規模学校は人数を増やす

• 特別支援教育専門教員（特別支援学級担当）
– 現在の特別支援学級教員の専門性向上

• 補助員（通常学級における支援充実）

• スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、
各種専門家（作業療法士、言語聴覚士など）が巡回。



【参考】通常学級における個別の計画（案）

1人ひとりの学びの
状況の把握と
学び方の把握・提案

1人ひとりのメンタ

ル状況の把握とメ
ンタルケアの提案

自己認識

２層・3層が必要な子どもを
発見

個々の実態・提案の出力

子どもごと・集団全体の
傾向をデータで示す



【参考】通常学級における個別の計画（案）

メンタルヘルス状況の把握とメンタルケアの提
案

check in/ check out

・朝・昼・帰りに入力

メンタル状態の質問紙
・半年に1回or1年に1回入力

個々の
データ

全体の
データ

・リスク度

・詳細アセスの
推奨

・個々への支援
提案

全体への指導内容
の提案

（例：ストレスコ
ーピング・アンガ
ーマネジメント
等）

・メンタルの傾向
・ストレスマネジメント等の提案
・自分で書き込めるようにする子ども

保護者
子ども

個別の計画作成



【参考】通常学級における個別の計画（案）

学びの状況把握と学び方の把握・提案

学び手の
プロフィール

・スクリーニングテストの結果
（読み書き算）
・得意な学び方のアンケート
・個々の興味関心アンケート
・（教科別の進捗、教科ごとのシステムと
連動）

・テスト結果のグラフ
・得意な学び方の提案
・自分で書き込めるようにする

個別の計画作成

個々の
データ

全体の
データ

・リスク度

・詳細アセスの
推奨

・個々への支援
提案

全体への
指導方法の提案

（例：順序立てて
教える方が良い、
最終的な目的を先
に示す方が良い、
など）



【参考】LITALICO学校版個別の学び支援システム



【参考】LITALICO学校版個別の学び支援システム



【参考】 LITALICO学校版個別の学び支援システム



【参考】 LITALICO学校版個別の学び支援システム



【参考】 LITALICO学校版個別の学び支援システム



【参考】 LITALICO学校版個別の学び支援システム



【参考】 LITALICO学校版個別の学び支援システム



デジタルハリウッド大学
佐藤昌宏

「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる環境
を公教育へ実装するには何が必要か

＜多様な指導・学習形式にあった、２つの標準化＞

2021.12.03
産業構造審議会



デジタルハリウッド大学 学長補佐 教授
一般社団法人 教育イノベーション協議会 代表理事
株式会社グローナビ 代表取締役佐藤 昌宏

さとう まさひろ

2009年よりデジタルテクノロジーを活用した
教育イノベーション

EdTechの研究・実践
＜社会実装＞

■NTT、ライブドア、デジタルハリウッドの実務経験と二度の起業を経験し、現在はデジタルハ
リウッド大学院にて、実務家教員として「EdTechイノベーションに関する研究実践」について
学生の指導を行う。

■2004年には、構造改革特区を活用した、日本初の株式会社による専門職大学院デジタルハリ
ウッド大学院の学校設置メンバーとして設立に参画する。



「個別最適化」の目指すところ→しっかりと定義化
その実現に向けての鍵は「データ利活用※」だ（仮説）＜未来の教室ビジョン＞
※提言では「学習データ」とあるが便宜的に「データ利活用」に統一

最上位目標

いつ

何を

どうする

短期（１〜３年） 中期 長期

誰が・誰のために
（ここでは国が）

教わる側（学習者・保護者等） 教える側（教員・自治体等）

＜データ利活用を＞
１．デジタルデータ（学習者）
・Office系データ、CBTデータ、EdTechツール、デジタルコンテンツ、デジタ
ル教科書等

２．アナログデータ→紙からデジタルへ デジタル化必要
３．認知データ→教科学習、ドリル系データ
４．非認知データ→特性、行動系データ

※１＆３ではEdTech等民間活用実績あり
（短期的にはデータ化しやすい1＆3データを扱う）

＜データ利活用を＞
教わる側１〜4に加え、
5.評価データ
6.指導データ（学習系以外に指導に必要になるもの）

7.学校外データ（学童、学外活動、塾、習い事等）

※1＆5＆6は、校務支援システム等活用実績あり

技術の進化・可能性
（AIやブロックチェーン等）

＜教わる側のためにデータ利活用を国がどうするか（ 1＆3 ）＞

■（短期的に技術を活用した）教育
◇GIGAによる学習環境活用

◇（汎用的な個別）学習ソフトウェア・コンテンツ活用の推進
ex:1の活用
◇学習者の情報活用能力の定着

◇データによる学習効果の検証（LMSやリフレクション等の重要性）
ex: Moodle、Sakai等の改良版等（デジタル通信簿、デジタル連絡帳）

■技術
◇安全な学習データ取得・流通方法の検討（ID、PDS等）
◇データ解析手法、ツールの検討 ex:MS BI等

◇学校外データ連携の検討
◇１の連携・標準化に向けた技術仕様検討

＜教える側のためにデータ利活用を国がどうするか＞

■（短期的に技術を活用した）教育
◇GIGAによる教育環境活用

◇ （汎用的な個別）学習ソフトウェア・コンテンツ活用をした指導・評価・教
育の確立
◇公教育情報のデジタル化（紙からデジタルへ）

◇教員の情報活用能力の定着
◇校務・教育者向けソフトウェア・コンテンツ活用の推進
◇非認知能力のデータ化検討

■技術
◇安全な校務データ取得・流通方法の検討

◇データ解析手法、ツールの検討 ex:Microsoft BI等

◇学校外データも含めた活用による教育・評価方法の検討（校務支援活用
）

データ活用戦略立案が必要 2021.09.16
デジハリ佐藤

210915の産構審自律化・個別最適化オフ会を受けての整理



「個別最適化」の目指すところ→しっかりと定義化
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◇ （汎用的な個別）学習ソフトウェア・コンテンツ活用をした指導・評価・教
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◇教員の情報活用能力の定着
◇校務・教育者向けソフトウェア・コンテンツ活用の推進
◇非認知能力のデータ化検討
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◇データ解析手法、ツールの検討 ex:Microsoft BI等
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210915の産構審自律化・個別最適化オフ会を受けての整理

「ステップ」と「分けて」考える

・「短期」と「中長期」を分けて考える
・「教わる側」と「教える側」を分けて考える
・「現場」と「国（制度設計側）」を分けて考える
・「技術ができること」と「教育ができること」を分けて考える



そもそも・・・

今回テーマは、

学習者視点での「教育データ連携と個別学習計画 」に基づく「パーソナルトレーニング」を確立する

ですが、以下に修正させて頂きます。

教育データ連携（学習ログ）に基づく「個別学習計画」と「パーソナルトレーニング」を確立する

個別学習計画とパーソナルトレーニング、データ連携を確立するには「学習ログ」が基盤になりますが、
そもそも現時点で「学習ログ」の在り方に関する議論が不十分と感じるから。

なぜ、学習ログ（データ利活用）の在り方の議論が必要か？

価値があるから



学習ログ（データ利活用）の価値

上記は民間では実施可能。しかし、今回の議論で重要なことは

「公教育への実装」

「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる
環境を作ることが可能だから

学習ログ（データ利活用）
の価値

「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、
自分らしく学べる社会」
引用：教育データ利活用ロードマップ 211025関係省庁

具体的には、いつでも、どこでも、だれでも効果的な学びを手にすることができる（学習者視点）

アセスメントによる
一人ひとりにあった学習環境

可視化による自律的な
自己調整学習サイクルの運用

学びの履歴のポータビリティ化

自宅、公・民間教育、社会との
シームレスな繋がりによる最適な
学習環境の獲得

メタ認知

転校・進学・就職等への連携

動機付け（モチベーション）

学習方略



「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる環境を公教育へ実装するには何が必要か

＜「新」指導と評価の一体化の必要性＞

＜対面による教室以外の「多様な指導・学習形態」の検討をすべき理由＞

・臨時休業、学級閉鎖による、自宅等での学習・指導の必要性

・不登校、特別支援（発達障害）の増
※2020年度「不登校」小中学生 19万6127人（前年度8・2%増 8年連続増 過去最多）
引用：文部科学省の問題行動・不登校調査

・GIGAスクール構想による、学校及び自宅の環境整備が整った

・国内外のEdTech等民間サービス、コンテンツ等の充実

・デジタル教科書の更なるアップデートの可能性

「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる環境を公教育へ実装するには何が必要か？

多様な指導・学習形式にあった、２つの標準化が必要



「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる環境を公教育へ実装するには何が必要か

＜「新」指導と評価の一体化の必要性＞

「指導と評価の一体化」
のアップデートが必須

公教育への実装は、指導と評価が規定されないと
公教育と認めることができない
（特例の運用になってしまう）

２つの標準化
が必要

①技術の標準化：教育データを個人、学校内外と連携するための技術標準化

②教育の標準化：教育データを個人、学校内外と連携するための指導と評価の教育標準化

※デジ庁
ロードマップ作成
（アーキテクチャー）

「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる環境を公教育へ実装するには何が必要か？

多様な指導・学習形式にあった、２つの標準化が必要

多様な指導方法の必要性と実現性はある。
課題は、それに伴う「評価」が存在しないこと



同 期
（ライブ）

非同期
（オンデマンド）

対 面

遠 隔

＜既存の学校・教室での授業＞

＜オンライン授業＞

＜学校での自学習（ドリルや読書等）＞

＜自宅等での自学習（ドリルや読書等）＞

評価あり

評価なし評価なし

評価なし

指導と評価の一体化」のための
学習評価に関する参考資料

学習ログ（データ）による評価が可能

学習ログ（データ）による評価が可能 教師（人）・学習ログ（データ）による評価が可能

多様な指導・学習形式とそれにあった評価方法の確立が急務

教師（人）による評価を実施

「いつでも」「どこでも」「だれでも」学べる環境を公教育へ実装するには何が必要か

＜「新」指導と評価の一体化の必要性＞



１．評価範囲の決定
・定量評価（データ化しやすい） →主要３〜５教科 →小中全学年に対応
・定性評価（データ化しにくい） →主体的で対話的で深い学び、STEAM教育

３．各指導・学習形式の評価方法の確立・理解度評価コード化（例：ルーブリック評価等）
①同期（ライブ）、対面 →教師（人）による評価
②同期（ライブ）、遠隔 →教師（人）、学習ログ（データ）

による評価
③非同期（オンデマンド）、対面 →学習ログ（データ）による評価
④非同期（オンデマンド）、遠隔 →学習ログ（データ）による評価

４．学習指導要領単元コードと理解度評価コードのオープンデータ化（民間等への公開）

「新」指導と評価の一体化の具体的な提案

２．多様な指導・学習形式の効果性検証
①同期（ライブ）、対面 →既存の学校・教室での授業
②同期（ライブ）、遠隔 →オンライン授業
③非同期（オンデマンド）、対面 →学校での自学習（ドリルや読書等）
④非同期（オンデマンド）、遠隔 →自宅等での自学習（ドリルや読書等）

教育評価の専門家との連携要

→まずはここから

→主要３〜５教科確立後に検討

EX:非同期型の学習形態にも効果はあるのでは？
・即時フィードバック（すぐ褒めてくれる）
・自分のペースで学べる
・反復学習（何度も同じところを見返せる）

EX:学習指導要領にあわせた単元毎の理解度評価
を作ることは可能では？
・データから理解度を見取る
・デジタル教科書とも連携

教育評価の専門家との連携要



データ利活用のステップ

１．現場のデジタライゼーション（紙からデジタルへ）

２．データ利活用戦略の立案
→技術標準化（デジ庁）

→教育標準化（文科省？内閣府？４省庁連携？国研？）

学習ログ（データ利活用）に向けた、今（短期的に）やるべきこと

上記ができて、やっと中長期に

学習ログに基づく「個別学習計画」と「パーソナルトレーニング」
が確立する



Q１:学校以外の学びを公教育として認めることは、不登校を助長するのでは？

A:何の科目（単元）、授業を学校以外の学び（遠隔・非同期）として認めるかを決める必要がある。大学は124単位中50％ま
では遠隔可としているように、公教育においても、「この授業は学校での対面、この学びは遠隔・非同期でも可能」というよう
に再設計すべき。
これからの学びを考えたときに「学校での対面のみ」しか公教育として認めないという画一的な制度をアップデートすべき。

Q&A

Q２:理解度の可視化により、行き過ぎた習得主義を助長するのではないか？
A:理解度の可視化が、行き過ぎた習得主義を助長することとは直接関係は無い。現時点でもテスト等で可視化は行われている
し、データにより理解度を可視化しながら事実に基づく科学的な指導をすることは重要だと考える。
「個別最適な学び」と「協働的な学び」の実現に向けて、履修主義と修得主義、年齢主義と課程主義を検討することは、教育
制度の運用の問題であり、データによる理解度の可視化とは別に考えるべき。

Q３:テクノロジーやAIに評価させることが教育として正しいのか？

A:短期・中期的において、学習ログなどを事実に基づく科学的なアシストデータと捉え、最後の評価は「人（教師）」がすべ
きと考える。正しい指導・評価をするために教育データ利活用方法を学ぶ必要はあるものの、教師も遠隔・非同期で対応でき
ることから業務の効率化にもつながると考える。
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第4回 学びの自律化・個別最適化WG（2/25）
（「場の選択肢」の拡充）



株式会社 SPACE CEO

東京大学未来ビジョン研究センター客員研究員

福本理恵

誰ひとり、取りこぼさず

個才を発揮できる教育とは



不登校の支援を行き渡らせるためのDXとは

１

2



「未来の教室」での事例紹介

広島県福山市の校内フリースクール

● 校内フリースクール「きらりルーム」：福山市内

6校が実施

○ 城東中学校では専任教員1名を配置

■ 学校内外の調整と個別支援全般を担当

■ 担当授業時間数は0時間の特例措置

■ 教務主任を兼ねる

○ 定数は他の学校と同じで、加配ではない

○ 追加予算で学校内外でのコーディネーターとして

配置できると理想的

→ 指導主事あるいは養護教諭などが適任 3



支援内容と支援到達率

生徒本人への生活・精神・学習支援及
び、保護者への介入

26名中の生徒のうち、24名及び保護者
に対して上記の支援を実施。学校外の
専門家による家庭への介入と精神的支
援も積極的にカバー

支援到達率：92.3%

生徒への探究学習プログラムの提
供と個別の探究学習の伴走支援

25名中の5名の生徒がプログラム
に参加。完全不登校や学習以前の
家庭、本人の問題が大きくてアプ
ローチが難しかった生徒が20名

支援到達率：20%

2021年度2020年度

支
援
内
容

支
援
到
達
率

4



Lv.0 Lv.1 Lv.2 Lv.3 Lv.4

前年度実証の成果「レディネスと段階的支援」

5

Well-Beingを高める支援を！



支援対象者と支援体制について

城東中学校の中1〜中3まで
不登校傾向の生徒26名と保護者

学校内外の36名
● 城東中学校教員：20名
● 広島大学インターン：8名
● SC：1名
● 不登校、就労支援のNPO：3名
● 介助員／支援員：4名

城東中学校の中1〜中3まで
不登校傾向の生徒25名

学校内外の10名
● 城東中学校教員：4名
● 広島大学インターン：6名

支
援
対
象

支
援
体
制

2021年度2020年度

6

学校内外を連携させるチーム体制へ
教育 ×福祉の領域へ
生徒 + 保護者の支援も



・メモや頭の中で記録
していたものをシス
テムに集約

・生徒への介入履歴が
一覧で時系列に確認
できるデータベース
として活用可能

支援の到達率を上げた要因

支援方針の決定 学校内外のチーム体制 記録システムの導入

システム導入により支援をDX化

・属人的な支援内容を
10項目で定義した支
援に整理して実施

・日々の支援の構造化

・構造化によるチーム
内での役割分担と支
援の明確化/共有化

・特定の教員が担当し
ていた難しいケース
を学校外の専門家や
インターンと連携

・学校内外とのチーム
全体で取り組む体制
へ移行。コーディ
ネーター必須

7



強迫観念が生活にも学習にも影響
1. ⑥専門的な精神支援
2. ⑦日常的精神支援
3. ⑩教科学習支援

⑥：養護教諭とSCによる面談。生育過程で

の家族間問題も顕在化→ SCから医療連携

→ 入院治療→ 自宅療養

⑦：担任による面談。基本的に教室で生活す

るが、しんどくなったら保健室や別室も利用

⑩：別室でワークブック等での自学

学習も人間関係の構築も難しい
1. ⑥専門的な精神支援
2. ⑦日常的な精神支援
3. ⑩教科学習支援

⑥：SCによる面談、現在抱えているスト

レス解消、コミュニケーション課題、学力

不振→ 発達課題について母親に連携

⑦：担任が短時間の面談、きらりルーム担

当後もclassroomで会話

⑩：インターンに心を開き、対話。学習支

援により発達課題の要因把握につながる

チーム連携による支援で効果があったケース

優
先
順
位

具
体
的
な
支
援

ケースBケースA

8



支援項目の定義と方針の決定

「どこから手をつけてよいのかわからない」を解消し、支援
の方針と優先順位を明確化

9



支援項目の定義と方針の決定

10項目の支援項目により支援の体系化、役割分担の明確化

支援実施比率

24.2%

22.1%

31.5%

22.1%

※12件中7件
（58.3%に介入）

10

身
体

心
理

学
習

環
境



追加したチーム体制

専門家と大学生インターンとの連携

● 専門家

○ スクールソーシャルワーカー

不登校支援や就労をサポートするNPO（3名）：①保護者への経済的支援、②精神

的支援、③自立支援

■ 1週間に1日／1.5時間程度稼働／時給4,000円

○ スクールカウンセラー（1名）：⑥専門的な精神支援

■ 1週間に1日追加／4時間程度稼働／時給5,000円

● 大学生

○ 学生インターン（広大生、8名）：⑦日常の精神的支援、⑧⑨⑩学習支援

■ 1週間に2日、1人3時間程度稼働／時給1,000円

※予算化と同時に大学の履修科目の単位認定等の仕組み化 11



支援記録システム SAOSについて

Support Assessment Operation Systemの頭文字をとったもの

● 児童生徒への包括的な支援をサポートする際に必要な記録・フィー

ドバックシステム

● 下記のようなメリットを想定

○ 児童生徒の記録を紙からデータへ移行

○ 支援の観点を整理し、支援の手立ての検討が可能

○ 時系列な変化を把握し、介入のタイミングや効果の検討が可能

○ 学校内外でのチームでの情報共有が可能

○ 様々な情報の一元管理が可能

12



ポイント①
それぞれの生徒の支援フロ
ーと優先順位、緊急性が可
視化されている

ポイント②
支援内容を毎日記録できる
カルテ１と、学年会など集
約検討するためのカルテ2

の記録ができる

13



ポイント③
カルテの累積が図示されて
表示されるため、支援の履
歴や傾向が理解しやすい

ポイント④
日々の履歴が記録者と日時
として蓄積されていくため、
振り返りやすい

14



支援の累積図示のページ
のイメージ
図と表で記載することで一
目で理解し、共有を容易に
することが可能

15



1. 何かあった際にすぐに記入できないので

忘れてしまう

2. 細やかな分類で頭の整理ができず、混乱

する

3. 記入する項目が多く勤務時間が圧迫

4. 個人情報などの情報共有の懸念

1. 支援の細分化により、支援のステップ

の明確化と共有化

2. 生徒の状態に合わせた支援の選択肢や

支援者のマッチング

3. 専門的な支援の切り分けにより、保護

者や本人への専門的な介入を繋げる

4. 時系列に支援内容を確認できる

10項目の支援方針とSAOS導入のメリット・デメリット

誰ひとり取りこぼさないために

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト

16

● 支援が福祉領域への積極的な介

入と専門家チームとの連携が必

須

● 見立てと手立てが複雑化

● その際に、支援の方向性を定義

し方針を決定

● 方針をチーム内で共有しながら、

明確化する際にITによるシステ

ムサポートが有効



・日常的な精神支援
や個別学習支援は教
育学部等の大学生イ
ンターンが効果的

・市町村レベルで大
学と協定締結するな
どし、恒常的に学生
が現場でスキルアッ
プでき、現場の支援
が充実する仕組みが
必要

・福山市のような個
別支援が可能な教員
をコーディネーター
として加配

・心理と身体の専門
家である養護教諭を
学校内外のコーディ
ネーターとして加配

支援を行き渡らせるためのハードル

コーディネーター
1名の加配

専門家の加配 インターンの導入

・保護者に精神・福
祉領域で対応できる
SSWやSCなどの専門
家の加配

・教育と福祉の連携
が必須→ 子ども家

庭庁など縦割りでは
越えられなかった壁
を低くする制度設計
も必要

・個人情報の保有レ
ベルの整備

・校務支援システム
等の既存のシステム
との接続

・教員の日常の負荷
を下げるアプリケー
ション等の検討

情報セキュリティ

17



支援を行き届かせるための理想の支援体制

18

校長 1 校務補助員 1

教頭 1 介助員 3

事務長 1 支援員 1

学年 17 スクールサポートスタッフ 1

ふれあいルーム 1 SC 1

特別支援学級 4 学校図書補助員 1

養護教諭 1 教職員合計 35

● コーディネーター
（養護教諭）：1名加配

● SC：勤務日数の増加
週2日/4時間

● SSW：追加配置
週1日/1.5時間

● インターン：追加配置
週2日/3時間
単位認定で補完

教育福祉の拠点として学校が機能するために必要な人員と予算を制度化すべき



学校の枠を超えたサードプレイスの可能性

自分の特性を知ることで始める個別最適な学び

２



20

学校の枠を外れ
多様な道を歩む「異才」の子どもたち



異才から個才へ



22



「個才」の見える化で個別最適な学びへ

23



24

自分の特徴を把握して

学びの環境調整を

セルフコントロールする



かまくらULTLAプログラム
Uniqueness Liberation Through Learning optimization and Assessment

アセスメントに基づく個別最適な学びの設計

○教室→ 地域の多様な場所を学び場に（森、海、寺、テック企業など）

○先生→ 地域内外のエキスパートや住民が先生に

○学習内容→ 地域のリソースを教材にして、教科単元の紐付けへ

25



26

自分学をベースにおいて

自分と環境とのマッチングを

セルフコントロールしていける機会

● アセスメントで自分の興味関心、

認知特性、思考のスタイルなど

学び方の特徴を把握・共有

● 多様なコンテンツ（ヒト・モ

ノ・コト）に出会って、自分の

中でフィットするかどうか試行

錯誤できる機会→ 地域のリソ

ースを最大限に活用することが

可能
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海の多様性から学ぶプログラム



28

現代の寺子屋を再現！



29

プログラムで出会った海藻にのめり込む中学生



個才と環境とのマッチング

30



31



32

地域の学校は子どもたちの学びのホーム

学校外、地域の外でも

多様な学びを試行錯誤し

チャレンジできる機会を増やす



オンオフのハイブリッドで

多様なコンテンツに出会える機会を増やす

３
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34

世界中の宝に

魅力的なものにオンラインで数多く出会い

リアルで没入できる学びが可能









才能や興味が開花するために

アセスメントも参考にしながら

多様なコンテンツ（モノ・コト・ヒト）に出会い

個才と環境とをマッチングさせていく



ニッチな領域のエキスパートが

生まれる可能性をつくる

↓

中等専門学校（中専）？？

特化したものの資格化、認定化

習った知識や技術を社会に繋げ

キャリアにも繋がる仕組み







































































公正で個人の尊厳を重んじる
教育機会保障・公教育システ
ムの構想
―不登校児童生徒への多様な支援アプ
ローチのあり方を中心に

末冨 芳（日本大学文理学部教授）

教 育 イ ノ ベ ー シ ョ ン 小 委 員 会 _ 2 2 5 / 2 0 2 2  K A O R I  S U E T O M I ©

※本資料は第127回文部科学省中央教育審議会
教育課程部会(2022年1月24日）での報告資料
をもとに加筆・修正して作成しております

2021年8月6日教育イノベーション小委員会



報告の前提1:公正（実質的公平性）の実現は日本の公教育システムにおいて

も正面から取り組むべき課題(末冨2021・末冨2022参照)

→就学前～高等教育までの政策規範・資源の増大・資源配分ルールの再編が

必須かつ急務

第5回大学入試のあり方に関する検討会議・末冨提出資料

机上配布資料1：末冨芳,2021,「教育における公正はいかにして実現可能か？」『日本教育経営学会紀要』第63号
机上配布資料2：末冨芳,2022,「大学入試の迷走から何を学ぶか」『中央公論』2022年2月号



政策
(Policy)

エビデンス
(evidence)

実践
(practice)

調査・研究
(research)

公共の利益
(Public 

Interest)

規範
(Norm)

テストスコアだけでなくそれ以
外の適切な測定指標の設定
児童生徒単位での格差や改善度
の検証
社会集団間での格差や改善度の
検証

教員・研究者も参画したリサーチモデル開発
パネルデータにもとづく教育機会・教育達
成・ウェルビーイングの改善条件の検証
有効な施策の把握と検証

子ども・学習者のウェル
ビーイングの実現・改善

教育における
公正の実現

適切な資源配分
教授－学習活動の開発
教育経営・学校マネジメン
トモデルの開発
生活・教育・参画にわたる
多様なアクターの協働にも
とづく実践

エビデンスを活用し、コストベ
ネフィット、実現可能性を重視
した政策立案
教員や子ども・学習者の政策立
案参加による政策ニーズ把握



報告の前提2：教育データ利活用は公正な公教育システムのために不可欠で

あるが、その前提は個人の権利・尊厳、デジタルシティズンシップの実現で

ある

個人の権利・尊厳の実現
←国民・自治体・企業等でのルール共
有
（個人情報の保護や削除の権利

個人情報にアクセスした第三者の開示、不正利用
の場合の情報開示等）
※EU 一般データ保護規則（General Data Protection 
Regulation：GDPR）等の重要な参照事例

デジタル・シティズンシップの実現



公正で個人の尊厳を重んじる教育課程と教育機会保障

→コロナ禍の中で、特に急がれるのは不登校児童生徒へ

の対応である



不登校の児童生徒を取り巻く「壁」だらけの現状

1条校

1条校以外

次の進路・ステップへ

履修認定・卒業認定

不登校の児童生徒
→丁寧な実態把握も

支援ニーズ把握もない

履修主義（学級で学ぶ）の壁
一斉一律主義の壁

費用負担の壁
機会格差の壁

校長履修認定の壁

オンライン授業の壁

子ども若者の尊厳・人権やウェルビーイングの軽視（1条校だけでなく1条校以外も）
1条校でも圧倒的に不足する人的・財的条件（個別最適な学びへの壁）
非1条校も含めた「多様な学びの保障」の全体設計がなく家計補助制度もない



現状1：不登校児童生徒の

実態把握・支援ニーズ把握の不足

文部科学省の不登校児童生徒の当事者調査では
「どのようなことがあれば学校を休まなかった
と思うか」は問われているが「特になし」の回
答が小中学生とも5割超。

文部科学省・資料２ 【概要】不登校児童生徒の実態調査結果より
https://www.mext.go.jp/content/20211006-mxt_jidou02-
000018318-2.pdf

長期欠席・不登校の児童生徒の
「いま必要な支援ニーズ」の
把握・アセスメントがそもそも必
要な状況。



対応策1：

→ MEXCBT等を活用した不登校児童生徒の定期的な見守りシステム（状況把

握・ニーズ把握等）を教育委員会が実施し、対応できるような共通尺度を

文科省が主導しながらの開発等が急がれる。

→ あわせて、発達特性や学習者特性の簡易アセスメントを不登校児童生徒・

保護者が気軽に受けられ、自治体・医療機関の相談や診断につながるよう

なデジタル化・オンライン化されたシステムの開発も重要。



現状2：「多様な学びの保障」を支える

制度整備の不足
児童生徒の特性や居住地域等に応じ
―対面中心/オンライン中心か
―在籍校/在籍校以外の1条校/1条校以外/在宅
など、学習ニーズ・学習場所が多様化している

在籍校の校長による履修認定の基準は曖昧
（病気療養児には相対的に柔軟な運用）

「多様な学びの保障」に対応した
制度整備の不足

校長の履修認定基準の明確化・簡
略化(不登校児童生徒へのハラスメ
ントの防止も重要)



対応策2：

→ 前提として、不登校の児童生徒が学習・登校等の意欲を回復するための期間

は、学習より休養・ケアを重視し、親子を孤立させず見守る体制の整備が重

要。

→ 不登校児童生徒の「多様な学びの保障」（義務教育の教育課程の修得を多様

な手段で支援すること）

→ 家庭での在宅学習については、少数例かもしれないが虐待等のリスクもある

ことから、必要な場合には子どもを守るデータ連携、MEXCBT等を活用し

た見守りシステムとスクールカウンセラー等による定期面談等を組み合わせ

た支援アプローチを開発する必要性がある。専門職配置・担任外教諭の加配

体制も必須。



※参考リンク（スライドNo.4の表）

A.学校内フリースクール、広島県下の公立小中学校、横浜市立中学校を中心に展開

https://digital.asahi.com/articles/ASP803G05P8YUTIL00H.html

B.ハイブリッド授業、不登校児童生徒にも対応し出席認定しているのは福岡市・熊本市等

https://news.yahoo.co.jp/articles/44c4dabe65b2409b7284b4f2ae30c0c7ea475617

C.不登校特例校、岐阜市立草潤中学校

https://forbesjapan.com/articles/detail/40608

D.拠点校方式オンライン学習支援、熊本市

https://news.yahoo.co.jp/articles/fd0ac0c46f12f10d77a04881cf15ad233e0ab9c9

G.地域・教育魅力化プラットフォーム（地域未来留学365）

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shomu_ryutsu/kyoiku_innovation/manabi_t

ankyuka_wg/pdf/001_s01_00.pdf



不登校の児童生徒に「多様な学びの保障」を

1条校

1条校以外

次の進路・ステップへ

履修認定・卒業認定

不登校の児童生徒
①,⑥実態・支援ニーズの丁寧な把
握、置き去りにしない見守り体制
⑦発達特性・学習者特性の相談支
援

④校長履修認定の基準
明確化・簡略化（スタ
ディログ活用）

子ども若者の尊厳・人権やウェルビーイングの重視
（⑩学校教員・評価基準への反映・支援、1条校だけでなく1条校以外も）
1条校でも圧倒的に不足する人的・財的条件の改善（⑫効果的アプローチを令和版教育特区で検証）
非1条校も含めた「多様な学びの保障」の全体設計（⑫効果的アプローチを令和版教育特区で検証）

②不登校特例校
必置化

③オンライン授業の
支援・質保証

⑤家計補助
（対象施設・サービス

の基準設定）

⑧在宅学習の児童生
徒の見守り・支援ア
プローチの開発

休養・回復期も重視
したアプローチを



「壁」をなくす、急ぎ必要な政策①～④
①不登校児童生徒の支援・学習ニーズ、保護者の支援ニーズの検証と把握

【新規】
②不登校特例校の必置・推奨のための政策・予算

【既存政策拡充】
③1条校でのオンライン授業の質保障策のための緊急支援・調査検証改善事業

【新規】
-不登校児童生徒が多い学校へのオンライン授業提供のためのICT支援員配置
【既存政策拡充、国公私立の全設置形態に】
-質の確保されたオンライン授業の調査検証と授業改善基準の明示【新規】

④不登校の児童生徒の学校外での学習に関する校長の履修認定基準の明確化
スタディログの活用による認定簡略化（校長による不登校児童生徒・保護者へのハ
ラスメント防止としても有効）【新規】



「壁」をなくす、急ぎ必要な政策⑤～⑧

⑤フリースクール、オルタナティブスクール等での学習経費の家計補助基準の明確
化と助成【新規】

⑥MEXCBT等を活用した不登校児童生徒を置き去りにしない見守り（状況把握・
ニーズ把握等）システムの開発【新規】

⑦発達特性や学習者特性診断を不登校児童生徒・保護者が気軽に受けられ、自治
体・医療機関の相談や診断につながるようなデジタル化・オンライン化されたコ
ンテンツ開発【新規】

⑧家庭在宅学習する児童生徒の見守り・支援アプローチ手法開発【新規】



そもそも不登校児童生徒を減少させるために
⑨文科省・不登校・問題行動調査の改善、家族の状況、いじめの有無、教員ハ

ラスメントの有無等、日本財団調査等もふまえた調査改善【既存政策改善】

⑩学校評価、校長・教頭評価、教員評価基準の改善（不登校児童生徒を増加さ
せている学校・校長・教員の特定と改善支援）【既存政策改善】

⑪教育委員会マネジメントの改善（不登校特例校、オンライン授業保障等への
取り組みの見える化と取り組みの支援、教育長や教育委員会同士のピアサ
ポートネットワークの構築等）【新規】

⑫1条校のマネジメント・カリキュラムの柔軟化【新規】令和版教育特区
-文科省の教育課程特例校・授業時数特例校の取り組みのグレードアップ

-支援ニーズの高い児童生徒が多い学校への人的財的支援の抜本的拡大
-教育のICT化を通じた修得主義中心のアプローチ（出席要件の緩和）
-授業時数やカリキュラムにおいてイノベーティブな取り組みを促進するための大胆な規制緩和
-予算措置と調査検証改善のスキーム等



（参考）不登校潜在人口33万人（中学生)

学業・友人・学校の居心地の悪さなど・・・

日本財団「不登校傾向にある子どもの実態調査・2018/12/12メディア向け
説明会」資料,https://www.nippon-
foundation.or.jp/app/uploads/2019/01/new_inf_201811212_01.pdf



（参考）

一定数の児童生徒は個別最適な学びへのニーズ



（参考）発達障害や学習面等での困難がある児童生徒が一定数



公正な公教育システムにむけて(1)

―「場の選択肢」をどのように豊かにするか？
▶大きく3つの「場」
(1)オンラインという「場」
(2)1条校以外の「場」
(3)1条校という「場」

▶それぞれの「場」の課題
(1)オンラインという「場」

⇒履修認定基準、リアルでの学び、
協働的な学びの保障

(2)1条校以外の「場」
⇒公費助成の方式

(3)1条校という「場」
⇒リソースの拡大、柔軟な挑戦を可能に

基盤としてすべての学びの場で、「安全安心」「高信頼性組織」をマネジメント基準に
規定すること

2021年8月6日教育イノベーション小委員会



公正な公教育システムにむけて(2)

―助成原則とリソースの拡大、「公の支配」の実質化

公
の
支
配

強

弱

学校内の「場」の拡大
不登校特例校
令和版教育特区

公設民営型学校
オンライン学習
フリースクールへの公費助成
在宅学習者への公費助成

独立学校(Independent School)

リソース（ヒト・モノ・カネ）の拡大
スクールファンド等の資金調達手段の拡大
官民人材交流の促進
学校管理規則、学校法人会計基準等の
アップデートとガバナンスの強化
利益相反ルール等の整備

政治的宗教的中立性、人権侵害の禁止等
の法令遵守
学習指導要領の遵守
評価制度の整備
苦情申し立て・問題解決システムの整備
（消費者・学習者保護） など


